
省内事業仕分け結果に関する意見交換会
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厚生労働省所管独立行政法人の改革案について

削減幅(法人あて)

削減数 削減幅 削減額

▲18万 円

※公用車一

予算額
‐

8.8億円
(H21)

↓    ‐

8.4億円

(H22)

うち国からの

財政支出

■9億円(H21)

↓
ア.4億円(H22)

↓▲0.37億円
7.04意円(※)
※他の研究開発型の独
立行政法人との統合時
は、6.6億円

32.7億由(H21).

↓
15.4億円(H22)

↓40.46億円
14.9億円 (H23)

※ このほか、事業主
への掛金助成分(74.5
億円)がある。

雌難̈
雌

難

¨

の
け

回

分

今

仕
今回の

) 仕 分け

国立健康口栄養研
究所    .

〔鮨:雄〕

労働安全衛生総
合研究所  :

〔 几、f幾 〕

▲6人

_毀員▲2人_____l… 4→2       )

兵饗%耗各燕緩,「―'1鍵鎚葬瑠繁
二―-1

※他の研究開発型の独立行政 27%(H22)→ 20%(※ )
法人との統合時に▲5人 (役

※他の研究開発型の独立行政法:員2、職員3)
人との統合時

28:1億円  2■ 8億円(H21)

(H21)↓

↓     23.1億 円(H22)
23.5億円  ↓ ▲0,47億円

.(H22)22.6億 円′
   (H23)

AS,00/o     Al10/0

(▲0,37  (▲ 0.9億

億円)   円 )

A2.00/●    A18,7%

(▲0。47  (▲ 5,2億

億 円)   円 )

▲3.0%  ▲ 54.50/o

(AO.46    (A17.8中ま

億円). 円 )

国家公務員 1役員:2/4人中(121)→2/4(H22)→次期改選時(23年3/7月)に公募

OBべ の対応 1       職 員:0/44人中(H21)→軍坐豊ユ笙

同左

同左

▲3ノゞ _̈ ______―=―い1_____こ―=――_____―――――̈――――
_【職員△ak_■ ____ュ 雇鴻」籠躙賠rD__二 】

|    ヽ 管理部門比率
16%(H22)→ 13%(H23)

国家公務員 1       役 員:1/5人中(H21)→0/5(H22)(

OЁ入の対応1     職 員:0/111人■(H21)→0/107(H22)

ユ 」______…………………=」‐――_____―=―‐――‐1-―__.

勤労者退職金共
済機構

[績ふ
国家公務員 1役員:4/7人中(H21),1(公 募)/7(H22)→ 次期改選時(23年9月)に公募

6白への対応 1        職 員:0/257人申(H21)→0/255(H22)

―(は 1ノゝ =―――__ _ _̈・1 7 _ D _ Q _ _ 1 _ _ ` _ . _ _ _ ~ ~‐‐~λ

_【職員▲8人_____242即 邸震螢蒙rD__】

鮨柳::憾醗お
羅層ξ∵
3鴨
,

↓
|   ■ 722億円

(H22)

0厚 生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業としてt所管の独立行政法人の

事業などの在り方について、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施6(平成22年4月～5月)
Oそ の結果や行政刷新会議WGの 仕分け結果をもとにt法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、沐定。 i
O本 資料は、各法人の改革案を一覧できるよう、七卜・モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で更なる削減に努力する。
※なお、資産の削減額は簿価額等を記載したものであり、実際の売却額と異なる場合がある。また、端数処理により計数が一致しない場合がある。    |

す肖J減額硝電減幅は、原則、平成22年度と平成23年度との差額による。【 】は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの削減幅をいう。



肖1減幅 (法人あて)

削減数       肖 1減幅

▲26人+α

螂 Xtt・・IIII憂,コ騒基麗書E霧曇憂込 DI

移管時

国家公務員 1  役 員:3ノ8人中(H21)→1/7(H22)→新法人発足時に公募
0,今 の対応 1 職員:7/722人中(H21)→3″16(H22)→新法人発足までに解消

高齢・障害者雇用支
援機構

〔‐ど1よ〕

削減額

▲4. 3億円
(うち国庫納
付見込額1.0

億円)i

※東京 本部
の幕張本部
人の集約イヒ

※センター跡
地、lロセン
ターの処分

更に24年

度末

を目途に
A17.71

億円 :

検討結果に
基づき算出

予算額

667億円
(H21)

↓
576億円

(H22)

政権
交代後
(H21→H23)

今回の

仕分け

政権

交代後
(H21→H23)

うち国からの

財政支出 今回の

仕分け

434億 円 (H21)

↓
319億円(H22)

↓▲7.6億円(※)
+α    ▲ 2. 4 %

'67億円     (▲ ア・6億
(H23)   円 )

※障害者雇用納付
金分を含めると
▲13.6億円

4■4億円(H21)
↓  ‐
41.2億円(H22)

↓ ▲1.73億円
39.5億円(H23)
※ このほか、利子補給金
(56億円)t退 職手当共済
給付費補助金(213億 円)、

社会福祉振興助成費補助
金(21億 円)t財 政投融資
資金(2:653億円)がある。

更 に 24年 度 に
▲2.0 7億円

A38.40/o

(▲ 167億

円)

同左

▲4.6%

(▲1,9億    1

A4.2シーー」甲___   :

冨:緋 甲FI
→ 2,982))

※ 運営費交付金のほか、利子補給金、退職手当共斎|13
付費補助金、社会福祉振興助成費補助金、財政投融資
資金をベースとした数値

A5.70/o   ▲ 21.70/o

(▲1億  (▲ 46億     同 左

円)   '円 )

福祉医療機構

〔 に、f象 〕
臨 1職員″260A串織勇ζ窟相ヨζ窪聯,漱～五年度集)

:等事=確‖雪|=還[アド
5畔)

l  ψ 仙勁ず
%ma電 ず動Ⅲ“P鴨,

国立重度知的障害

者総合施設のぞみ
の園

役員:5人

職員:256人

労働政策研究"研修 “ 人

▲35人

_`職員▲32人___=_=211迎 墜華 奥型 勒_主
(職員▲3人    23→ 20(管理部門)  )
ズ7麗事

―一
「
――
「巧喬罫煙柳F奮酵石「「

‐
1~~

9%(H22)→ 9%(※ )
※平成23年度末

39,1億円  21.2億 円(H21)
(H21)↓

↓     17.6億 円(H22)
40.3億円  ↓ ▲1億円

(H22)16.6億 円(H23)

33.1億円  321億 円(H21)
(H21)↓

↓     28.4億 円(H22)
29,4億円  ↓ ▲1,S億円

(H22)26,9億円(H23)

※ このほか、退職手当相当額(5億円)がある。

_(職員▲4人. ‐

15鍮

1~1‐―
「
)二

A4.00/o   A 15.10/●
A513%   A16.20/o

(▲ 1.14 、 (▲ 4,84
(▲1.5億 (▲ 5.2億

億円) .億 円)
円 )      円 ) ※ キャリアマトリックス(036億円)に

ついては機構の事業として|よ廃止
し、厚労省に運営を移管するため.

役員:5人

職員1l18人 20%(H22)→ 180/6(H23)

役員:2/S人中(H21)→2/S(H22)→次期改選時(25年3月)に公募

職員:0/265人中(H21)→0/256(H22)
‐国家公務員
OBへ の対応

役員:2/6人中(H21)→1(公募)/5(H22)→次期改選時(23年12月)に公募

職員:5/■21人中(H21)→4(※)/118(H22)※転籍して研究者となった者



行

ｔ

雇用・能力開発機構

〔義轟〕

織響量il全人〕

国立病院機構

〔屏帯1〕
国家公務員 1役員:4/17人申(H21)→1/17(H22)→次期改選時(24年3月)に公募

OBへ の対応 1     職 員,0/5Q043人中(H21)→0/51.058(H22)

(参考)

管理部門比率 4.46%(H22)

(参考)
管理部門比率818%(H22)

削減額

▲115億円
※職業能力開
発総合大
学校 (相模
原)

▲73億 円

※所有地の2
割

更 に 借 料

▲5億円 .

▲2.5億円 3′15,億円
※看護師宿舎   .(H21)

↓
3′145億円
(H22)

::18償lH‐上'都
鷺)1 4酢 `氏L酢,

※ このほか、重症スモン患者に対する介護費用(1億円)がある。
また、このほか,「元気な日本復活特別枠」で、「医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業」(46億円)の
要望を行つている。

純減幅
t

2界,1(基)

▲28.50/o

(▲305
-  億 円)

削減幅(法人あて)

削減数

▲493人

(事務職員▲311人

(罰1練職員ハ182人
1′534→■273(事務職))
2′004→1′822(副1練職))
3′588(H22)‐)3′095(※),
※機構の廃上、高齢・障害者雇用支援機
構人の業務移管時(職業龍力開発業
務に係るもの        :
※都道府県への職業能力開発促進セン
ター等の移管が行われればさらに職員
が肖1減される

国家公務員 |~=~T~預 ゴ百7ユ●cHilloo/6でH22D
OBべ の対応 l      職 員:10/3,689人中(H21)

労働者健康福祉機
▲66人

(職員▲61人

(職員▲5人

予算額

5,742億内
(H21)

↓

5 , 4 1 8億円

(H22)

うち国からの

財政支出

1074億円(H21)

↓
855億円(H22)
↓▲270億円
585億円(※)
※機構のAIL、高齢・障害
者麗用支援機構への業務
移管時(職業能力開発業務
に係るもの)
※都道府県への職業能力
開発促進センター等の移管
が行われればさらに国から
の財政車出が削減される

396億円(H21)

↓

▲45.50/o

(▲488億
=   :円 )

今回の

仕分け

政権

交代後
(H4→H23)

150→89〈産業保健推進センター))
581→576(管理部門) )
ゝ管理部門比率
4.07%(H22)→ 4.06%(H23～ )

310億円(H22)
↓ ▲10,3億円  ▲ 3.3%
300億円(H23～) (▲ 10.3

億円)

※ 離職者民間委託訓練の都道府県移管袋43億)
※ 雇用関係助成金の労働局移管分(136億)
※ 勤労者財産形成促進業務の動労者退職金共済機構移
管分(5億)  .    ‐      ‐ :

▲24.20/o

(▲96億

円)

同左

非公務員化 ▲ 57億 円

相当
※病院跡地を
現物により
国庫納付

ι651億円
(H21)

↓
8′676億円

(H22)

1781獣F号(H21)

↓
137億円(H22)

↓ ▲48億円
89億円(H23) ∬畢 伺 左

同左

｀
  ※ このほか、国期間分の退職給付費債務(319億円)があるこ   i

309億円   11.6億 円(H21)
(H21)↓ ※0,7(▲1.3(運営費交付金)+2.0(安全対策体制強化経費等の増))

▲1人 (職員):

▲10人(嘱託職員)
・課長級以上の全職員の
うち:プロパー職員の割
合を4年以内に50%以
上とする

―
合機構

‐〔鱈鉾
役員:1/6人中(H21)→0/6(H22)

職 員 :7/515人中 (H21)→ 11(※ )/599(122)※公募で採用され専F電知識を有する薯

国家公務員
OB、 の対応

医薬品医療機器総



削減数 削減幅

▲0人

(職員 3人     57→ 60(運用部門)  )

__l]議旱▲塾 __=「―・1‐l11曽等曽措尋:号:I:])―
-1‐―〕―

24%(H22)→ 20%(H23)

削減額

▲6.45億円
※職員宿舎

予算額

129,4億円

(H21)

↓
110.6億円

(H22)

うち国からの

財政支出

122.1億円(H21)

↓
lol.2億円(H22)

↓▲13. 3億円
89,9億円

(H23)

肖1減幅(法人あて)

政権
交代後
(H21‐)H23) 課8(縫)

今回の

仕分け

医薬基盤研究所

〔錆:毅〕

年金積立全
管理運用独法

〔結i殺‐〕

蘇響

▲ 4 人 _ . _ _ _ _ _ _ _ _ ― ――――――‐‐――¨――‐――・――_ _ _ _ _ ■ ―-     7 4 . 8 億 F I

::]き::」:‐ij::::::III:ii:1::::li::|[:IIIII:II  楊

23%(H22)→ 23%(H23) 同左

国家公務員 1役 員:1/4水中(H21)→ 1/4(H22)→次期改選時 (23年3月)に公募

OBべ の対応 |    ′  職 員:o/79人中(H21)→0/82(H22)

国家公務員 1 役員:2/4人‐中(H2■)→1/4(H22)→次期改選時(23年6月)に公募
OBへ の対応 1       職 員:0/75人中(H21)→0/7S(H22)

【▲o人】 【平成24年10月1日解散予定】
※H21年度→22年度▲5人

自家/A・務員 1  役 員:0/4人中 (121)→0/4(H22)

OBへ の対応 1  職 員:0/38人中(H21)→0/33(H22)

(財政支出なし)

(財政支出なし)

▲83.8億円

:=驚|■1量■|=驚堪山墨lt轟鸞嚢独鑑証
|■難筆鐸III暴響謙flずIW揮]iず]
| | ム %1人  i金 董壁千書号  ▲ :7臨由

■■|11嚇 ||■::1[色.=1111111二=|
稗 _1+等■■■1■|ヾ ll■,・I「ЪI記議鴛:
▲642A     tt A34■ 始円 119081f摯|||

円相当



厚生労働省所管独立行政法人の改革案について |

:法 人 省内事業仕分け 行政刷新会議WG

(独)国立健康i栄養研究所  ´ 1 _ ○ =

(独)労働安全衛生総合研究所 ○

(独)勤労者退職金共済機構| ―O

(独)高齢口障害者雇用支援機構 ○ 10

(独)福祉医療機構 ○ ○

(独)国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

(独)労働政策研究1研修機構 ○ ○

○::

(独)労働者健康福1祉機構 ○ 0

(独)国立病院機構| ○ ○

(独)医薬品医療機器総合機構
:

○ ○

(独)_医薬基盤研究所 ○
・
0

年全積立奪管理澤用(独)

.(独)年金ヨ健康保険福祉施設整理機構



独立行政法人国立健康・栄養研究所の改革案について

1.ビト(組織のスリム化)

蕊貢1私饒曇墓1,′
研究者ゴ2)

<平 成22年度>
48人 (役員4′事務12′
:研 究者32)

<平 成23年度以降>
42.人{役員2事務8

爾鐘 32)

≪削減数≫

▲6人

T~~T■ 7■「ズ現」二■■■1 Tヽ‐
“=ロ

≪今後の対応≫

役員(常勤理事、非常勤監事)2
名については、任期満了時に公
募による選任を実施 .

L

f国 家 公 務 員
t  ‐   ′ 、ぃ日日= 歯

平成21年度 平成22年度 削減数
l剰
廻 E―

役員 2(常勤理事リト常勤監事)

/4人中

2(常勤理事リト常勤監事)

/4人中

0

職員 0/44人中 0/44人中 0

2.モノ(余剰資産などの売却) |≪国庫納付見込額≫

▲18万 円 1
〔‐
口
:/AN用事 1台 め=却 (平成

22年 度 中)

13.カネ(国からの財政支出の削減)

‐≪消1減額≫

A3′700万 円

曰響魯
1糞
晋窪

4a100万円    ● :
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<これまでに行つてきた改革努力>‐ 22年度は、研究事業の見直しにより約ュ000万円削減



4‐事務「事業の改革

(1)他の研究開発型の独立行政法人との統合 1‐

文部科学省、内閣府|)」や「独立行政法人,政府系/Ak益法人等の「研究開発法人のあり方の検討(1(平
成22年6月18`日行政掃1新担当:大臣)1の動向:も踏まえつうt抜本改革に向けた当面の進め方

他の研究開発型の独立行政法人との統合を行い、業務の効率化、合理化を図る。
.    |

(2)特別
′
用途食品の試験業務

民間検査人の移行促進の観点からt検査法の標準`じ等に取り組む。
コストに見合うた手数料水準に是正 1      1 ■

(3)栄養情報担当者(Nl)制度の見直し

m ‐
._  1 _  ‐

  ||
省内事業仕分の結果:を踏まえ、NR制 度に当該研究所が関与しないことを前提に第二者機関ヽの
事業の移管を行うgi l  i               ―      ′

´:

※ただし、以下の点について留意が必要となるため、検討を行う:   ::1.:①
国め通知I三ょるアドバイザリニスタツシの習得事墳を満たす科学的な水準の維持と中立・

.公正
な制度運営の確保 _i

② 既に資格を有.している者の活動や養成講座受講生などの資格取得に支障を来さないよう配慮



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について((独)日立健康・栄養研究所)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.NRの 資格についてはt他の公的な資
格との兼ね合いについて調査すべき6.
資格|がどのよう役立つているのか客観‐

的に検討すべき。    ■  ‐

1:栄養情報担当者(NR)制度の見直し

<仕 分け前の改革案> <仕 分け後の改革案>

既に資格認定

をした方への調
査なども行い、

他のア ドバイザ

リー資格などと
の連携や共同等
の可能性につい
て検討するι

「⇒

省内事業仕分の結果を踏まえ、NR制 度
に当該研究所が関与しないことを前提に
第二者機関への事業の移管を行う。

※ただし、以下の点について留意が必要
となるため、検討を行う:  ′  ヽ

① 国の通知によるアドバイザリースタッ

ぽξttf認纏動鯖?:
② 既に資格を有している者の活動や養
成講座受講生などの資格取得に支障を
来さないよう配慮

2.管理部門(12人)が全て現役出向者
という形態でよいのか検討すべき8:

2.現 役出向者の削減

19轟 臨 窮 1瞑 翻 1理 彎 彎
摯 黎 苧い呼

Oキ 成23年度以降、他の研究開発型の独立行政法人とめ統合
(予定)によりさらに役員2名、職員3名を肖1減する。

3



独立行政法人国立健康口栄養研究所の概要
《基礎デニタ》 【22年度】 【鯵暑)'1年度】

役員| 4人

うち

国家公務員出身者
2人 2レヽ

うち | :

現役出向者

職員 1    44A

〔II僣撃き::ザi卜言::動 〕

うち
国家公務員出身者

うち
現役出向
'者 13人. 14人

予算 8.41ほ円 うち
:  :   ‐

国からの財政支出
7.4億 円 7.91憲 円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者 障現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現
在tう ち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値  t

《主́な事務I事業≫

≪組織体制≫
〔書舗轟雪看〕

本部 響ll議源貿F
うち管理部門
1部3課(12人)

27%

組織図
:

l

l

:

1

1

1

:

I

I

I

I
: :

:

TTT…■
…Ⅲ…
I

:   :  :

:

4

事務1事業
うち国からの

財政支出

調査研究| o.4億円
(うち1.9億 円)

5.9億 円
(うち1.9億円)

0.61億 円
(うち0:18億円)

0.42億 円
(うち0.15億円)

0:63億 円
(うち0.18億 円)

0.50億 円
(うち0.15億 円)

骨覇歯章辱芋蓉|
②特別用途食品の試験

0..34億 円栗養情報担当‐者てヽ|'tll度:



独立行政法人労働安全衛生総合研究所の改革案について

1.ヒト(組織のスリム化)

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 1/5人中 0/5人中 ▲ 1

職員 0/111人中 0/107りヽ「い 0



4.事務‐事業の改革   :

【研究業務の更なる効率化】̀‐

■○ 外部研究資金の獲得額の向上に向け、日標を設定して取り組む6-|

平成23年度の目標は1研究費に占める外部研究資金の割合を3分の1以上とする。|′
1・役員自らI手よる外部研究資金の獲得   |        .`: 1 1ギ

 1

11:継贅T議冒含橿夫奎櫂肇絡大8獲晨二予轟臭讐峯慮曇I蓬簿臭績お筆魚造甲志|
:    、    ´              |

○:省庁を越えた共同研究の実施t連携:め強化に取り組心: |   :|

‐ ‐ プ ロジエクト研究の内r部評価日外部評価において:共同研究の実施可能性の検
討口進捗状況の把握・フォロニアツプを重点的に実施。、11
｀
※ 共同研究の割合 :過去3年間平均46%

○二(独)医墓1基盤壁究所及び(独)国立健康:栄養研究所との統合等による効率化を‐

奎
υ



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

管理部門について、更
なる効率化を図るべき。

:管理部門における人員削減 (改革案の強化)

管理1部門の職員数

(仕分け前の1改革案) (仕分け後の改革案)

<平成21年度> く 平成22年度>   .<平 成23年度>

21人 17人 ゆ
| 4人削減 ●   :3人 削減

|‐ ‐       11‐  ‐

1管 理部門L研究部Fl間の手続の再点検等を行い、業務の効
率的運営に努め、管理部門を中心とした職員数の削減につな
げる。    ‐     :      К

14人
｀

|

i  l

|

7



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

2. 競争的研究資金など外
部研究
:資
金の積極的な

獲得を行うべき。

外部研究資金の獲得額の向上に向け、t目標を設定して
取 り組む。

平成23年度の自標は、研究費に占める外部研究資金の割合
を3分の1以上とする。   _     ヽ

:役員自らによる外部研究資金の獲得

:外部研究資金に1人 2件以上の応募  :   ■
・

ご役員、
.職
員1の個人業績評価べの反映 |´    :

(外部研究資金応募 ・獲得実績の重点項目化)i  :

他研_究機関との協力、
:統合1を行うべき。 .

省庁を越えた共同研究の実施、連携の強化に取り組む:

プ́ロジ■クト研究の内部評価日外部評価においてI共同研究
の実施可能性の検討 ,進捗状況の把握 1フォ由Tァゥプを重
点的に実施。1  1    ■     .  | ■  ~

※共同研究の割合:過去3年間平均46%

(塾選理起壁墜』究所及び(独)国立健康:栄養研究所と

8



独立行政法人労働安全衛生総合研究所の概要・

《基礎デ‐夕》
【22年度】【鯵考)21年度】

役員
5人

(うち監事2人)

うち ‐
国家公務員出身者

0人 1人

うち■:

現役出向者
2人 1人

職員
107人

〔鼻躍鍾覇轟員豪

うち
国家公務員出身者

0人 0人

うち  ‐
現役出向者

20人 24人

予算 24億 円
うち
国からの財政支出

23億 円 28億 円

*‐役職員数は平成22年4月1日現在t予算額は平成22年度の数値tうち
一
国家公務員出身者‐現役出向者についてはそれぞれの年度の4月1日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれめ年度の数値   |

≪主な事務二事業≫||
1

《組織体制≫
｀

所在地 :東京都清瀬市 (本部)及 び 神奈川県川崎市

: I嘗舗錨割

霧轟軍諄勇黎移毎 lζず写『|“枕
総務部(17)

研究企画調整部p)

労働災害調査分析ャンタT(1)

国際情報`研究振興センタT←)
(WHO労 働衛生協カセンター)

安全研究領域

機械システム安全研究グルニプ(9)

建設安全研究グループ(10)

化学安全研究グル‐プ(7)

電気安全研究グルァプ(5)

作業条件適応研究グル
ープ(lη

健康障害予防研究グル■プ(11)

有害性評価研究グループ(12)

環境計測管理研究グループ(■0)

人間工学・リスク管理研究グループ(1劾

事務1事業 予算
うち国からの

財政支出

労働安全衛=|こ関する調査
研究  |‐  ■ ・

241慮円
~

23億 円



独立行政法1人勤労者退職金共済機構の改革案について

1.ヒト(組織のスリム化)

<平 成21年度 >

役員7人、

職員257人

<平 成22年度 >

役員7人'職
員25二人 :

〔l・清退共、林退共の見直し

,<平 成23年度>
役員 :6人{23:10.1～)
職員248人(24年度から)

一≫
一

一数一減一削一≪

・適格年金移行課の廃止等

・管理部門のスリム化等

≪今後の対応≫

理事:引き続き公募選考を
実施(次期改選:23年10月)

亀 011合 人程度 ぐ

※25年度まで1こ22年度
の職員数から少なくとも1
0人程度削減     .

▲1人

▲7人

平成21年度 平成22年度 肖1減数

役員 4/7人中 1(※ )/7人中 ▲ 3

職員 0/257AEい 0/255人中

21モプ(余剰1資産などの売却)

本部ビル(土地1,917ぶ )はt耐用年数を経過した時点で売却・移転
宿́舎の全廃、22年度中の売去口を目指し雇用・能力開発機構と協議中

ヽ
可
可
「
ノ

ｒ
ト
ト
ｔ

■≪国庫納付見込額≫

▲lt 6億円相当の越谷
宿合の土地を国庫納付

31カネ(国からの財政支出の削減)

く平成16年度><平 成21年度>

4o.フ億円 1 32。7億円
(運営費交付金)  (運 営費交付金)

<平 成22年度> <平 成23年度>

瑾ょ鷹碁皇理:」ω暉〉1生|,年11
〔|システムオ∵プン化による運用コストの背J減等 10



4.事 務・事業の改革

‐
【効果的な加入促進等】 =: ‐   1.          1                 ■

○ これまでの加入促進活動結果を検証し、今後t効率的な加入促進を行うため、大都市への集約化を図る

16_高い実績を得てし`乞由株の積極的活用をきら|三進めるとともに、今後新規拡大が見込ある分野あ業界由 i

:  体 、の委託等についても検討   _   ■ 1 :   .   1       ‐
○ 相談ヨーナ■(8カ所)について、稼働率が高い所以外の6カ所を廃止(コールセンタ■化を検討)

【未請求問題等べの対応】 |       ‐ l1     1     ‐

・OI退 職後3ヶ月(※)を経過した時点で退職金が未請求め場答に1違職著あ住所あ提供を事業上に依頼し1■
迅速な住所把握を図る(得られた情報に基づき機構から退職者に直接請求を要請)       ●

(※従来は退職後6ヶ月) ●  1     1    ‐      11   ■

oこ れまでの未請求対策を検証するとともに、住基ネツトの活用の検討(法改正が必要)やt退職時の被共済

者の住所把握の:実施等による効率的な取組を推進 1                       1
 ́    ´                           `          i           l      ―

【業務の二体的な運営の推進】・|  |  |             ‐

1鷲藻秀雪糧瑾南‐舞 置湯麿ff鷲憬童弊奮千.T彎‐?中
4fttf雫
†すri亨Ⅲ讐



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.管 理部門の効率化・コスト削減を図るべき。 ○ 下記の取組により、25年度までに22年度
の職員数から少なくとも10人程度削減(仕分
!チ前I三ぉしヽては7人を古1減)。

「|■
口管理部門のスリム化(総務部職員の削減):
・特定業種退職

‐
金共済事業(1建退共t清退

共t林退共)のみならず、‐般の中小企業
退職金共1済も含めt機構全体の資産運用

:

とシステム運用について、一体的に実施。

2.特 定業種の■体的な業務運営を検討する 0清 退共と林退共の業務運営の一体化を進
める。    i:■
io資 産運用とシステム運用についtt二 般中
退を含め二体的に実施(上記1参照)。|

資産運用に透明性を確保すべき。3. 0基 本ポ■トフォリオ等に関するALM研 究会t
資産運用検討委員会、資産運用評価委員会
の会議資料や議事要旨をホTム ペニジに掲
載するなど、透明性の向上を図る(22年度か
ら実施)。 ‐       ■

【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(勤労者退職金共済機構)i

12



独立行政法人勤労者退職金共済機構の概要

≪基礎デニタ≫ 【22年 度】 【鰺劫 四 年度】 ≪

‐

組 織 体 争1)

役員 7人

うち‐

国家公務員出身者
1人 4人

うち
現役出向者

0人 0人

職員
■255メこ:

〔鞘二鷹れ雪221夫〕

うち

国家公務員出身者
0人

｀
0人 ‐

うち

現役出向者
7人 7人

予算 ユ722億円
うち   i
国からの財政支出 90億円 107億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在:予算額は平成22年度の数値、う
.ち

国家公務員出身者「現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

《主な事務・事業≫

事務1事業 予算
うち国からの
財政支出

1中'it企業違職金共1済事業
5,722

億円

90

億円※

〔警舗轟雪會〕

本部
` 10音F33ヨ果
(255人)

うち管理部門
1部4課(32人)

13%

地方

※うち基幹的業務に係る事務費補助金

加入や掛全増額の際の共済契約者べの助成

｀
1,536百 万円

7,453百 万円

13



独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の改革案について

11ヒト(組織のスリム化)

<平成21年度> <平 成22年度>

:  ‐ .     33人 (22年 4月) →   27人 (23年 4月)▲ 6人

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 3/8人中 1/7人中 ▲ 2

職員 17/722人申 3/716人中 A4

≪今後の対応≫

理事長:新法人発足時に公募
職員:.新法人発足までに解消

1

1 :

1

1

L _ _ _ =

≪肖1減数≫

▲26人 十五ぐ :▲20人
※統合後3年以内に、更に ‐

1 1 量

置 盤 畳 量 輩 詮 墨 量 ン 号 |  . : : |

)移行に伴う東京本部の幕張本部への集約化  |
移行後に必要な改修作業を実施し、速やかに移転

1軍限劉爾困■ :
集約後の平年度べ■ス

3. カネ(国からの財政支出の削減)
く平成21年度>      <平 成22年度>

434億円  |■  319億 円

| 「 非響 |

≪削減額≫

:  ▲ 約13.6億円■
(国からの財政支出分▲7.6億円のほ
か、障害者雇用納付金分▲6億円)
※ このほか上記1の組織のスリム化 I
による削減   i  .

14
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【参考】仕分け結果を踏まえた改革業にっいて | ||・
(準窯行:政法本 市齢:障害者雇用支援機構)

主な指摘事項= 改革案の更なる見直し内容

1_管 理部門の効率化を進める
べき・      1

(独)雇用:能力開発機構からの業務移管時に20人削減し:その

織き1騎度壁甥奮議ぶず譲%凛畜「lf“|〒11寧帯剖
;「早
=|?1割

2. 事業規模は縮減すべき 菫21年4月から地域障害者職業センタ下の業務となrDた助言「援助業
:務を推進し、地域の就労支援機関における障害者支‐援を促進。
地域センタニは当該機関では対応困難な障害者を重点とする業務
運営を更に加速   ::

:東京本部を幕張本部に移転することによる合理化     ‐

※高齢・障害,求職者雇用支援機構(仮称)への移行後に必要な改修

作業を実施し、速やかに移転      :  ~    ■
・地方業務の委託方式の廃上に伴いt地域障害者職業センタニ業務
と併せて効率イヒ   ・  ■      ‐

1地域センタ■公用車の軽自動車への転換    : ‐
144台の1/3(▲約14百万円)    :   r     .

1糠:鷺ξ鷺鴨蹴青彎躙 ≧躍〕■・

3::美術品等不要資産について
は売1却すべき| ■

美術品́等不要資産の速やかな処分(なお、:行政刷新会議:事業ヽ

仕分けに際して指摘のあうた障害者職業総合セジタ■の壁画に
ついては複製であり、

'資
産価値はないとの評価)1   ■ 1´

16



:独立行政法人高齢‐障害者雇用支援機構の概要
≪基礎デ■夕≫ 221喜 惨考'21年度】

役員 7人」

うち ― ■   ‐

国家公務員出身者 1人 3人

うち  ‐
現役出向者 1人 1人

職員
716人
このほか

非常勤職員801人

うち
国家公務員出身者 3人 7人

うち
現役出向者 62人 58ノに

予算 576.3億円
うち

国からの財政支出

318.7

億円|
433.7

億円

《組織体制≫ 1警錦轟雪魯〕

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在t予算額は平成22年度の数値t
国家公務員出身者 :現役出向者につい1てはそれぞれの年度の4月 1
在ヽうち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

ヽ

≪主な事務,事業≫ ■ .   .  :

うち

日現

く障 害 者 関 係 )

( 高 齢 者 関 係 )

紬   付   金

障 害  者 :助

雇 用 開 発 推

雇 用 推 進 ・研

高 齢 者 助

職業 リハビリテニション部  i

研究企画 部 ・研究担 当職  1

広域障害者職業センター

地域障害者職業センタニ

うち管理部門
3部10課(73人)

国立職業リブヽビリテー

ションセンター

(48人)

1課 (7人)

地方
国立吉備高原職業リハ

ビリテーションセンタT
(30人)

1課 (5人)

地域障害者職業セン

タニ(388人)

1事務・事業 予算
うち国からの
財 iE Iす出

高年齢者雇用に関する給付金の支給・事業
主に対する援助  ‐ | ■   ii

235.2億円 235.1億円

給付金の支給額ヽ 171.9億円 171.9億円

その他の業務経費 63.3億円 63.2億円

障害者職業センターの設置運営 75:1億円 74.9億円

障害者職業能力開発校の運営 8.7億円 8.7億円

障害者雇用納付金の徴収及び調肇全‐報暴
‐

窪謂馨糞菫ま菫豊ず'評テ|「甲:る押鷲
257.3億円 ■ 億円

調整金 ・報奨金、助成全の支給額 212.4億円 一 .億円

その:他の業務経費 45.0億円 二 億円
17
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独立行政法人福祉医療機構の改革案について
:

1.:ヒト(組織1のスリム化)

平成21年度 平成22年度 削減数

役 員 2/7人中 0/6人中 ▲ 2

職員 4/260人中 4/257人中

<平 成21年度>

理事4名    =

職員260名

10部{支店34課

<平 成22年度 >

理事3名(▲1名)
職員257名、
10部1支店32課

<平 成23年度>

理事3名
‐

職員252名(▲5名)
3部1支店30課

≪削減数≫

≪今後の対応≫

島鵡    Ⅲ l減‐隼l
職員:定年後解消(22年度末に1名減、
23年度末に2名減t24年度末に
1名減と段階的に解消)

2.モノ(余剰資産などの売却) 《国庫納付見込額≫(簿価額)

▲8.981意円(,2年度中を目途'
菫1こ24年度本を目途に▲17.71億円:

3“カネ(国からの財政支出の削減)

<平 成21年度>

(運営費交付金)

41.37億 円

<平 成22年度>

(運営費交付金)

4120億 円

・福祉保健医療情報サービス事業(WAMNET)は 、重複する行政情報の掲載を廃止
:大阪支店の管理部門の廃止及び事務所ズペースの削減:  |
口人件費の削減(24年度までにラスパイレス指数を概ねloOとする。)
「電力使用量の削減、出張旅費の削減等



事務口事業の改革

①年金担保貸付事業、‐労災年金担保貸付事業

‐省内事業仕分け及び行政刷新会議仕分け結果を踏まえ、事業利用者の実態把握

②福祉貸付事業、医療貸付事業

91聾曇詈詠聾襲粛曇堪頭準軍ξおだ轟躍瑯∬l烈三鍵|三黒事よ
: 1資金貸付時の申請書類の更なる簡素化に向けた検討を行う。 1 1 1
○1融資相談の強化  「
○ 有事対応・機動性の強化 i

、   19



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(福祉医療機構)11

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【福祉。医療貸付事業】
(評価結果)     .

亀黎僅像機種ふ菫鍵3F≦翼頭渥|ま濃
状維持。 ‐

○効率的かつスピーディーなやり方に
,つし:てヽ検討の余地がありヽ 融資業務
の見直し等効率イヒを図り、ユニザー

側の利便性向上と他機関とめ差月」化
を図るべき:、1 ‐

○施設建設の構想から自治体の了承を
1取るまでに2年は長すぎる:
_融資申請|こ至るまでの事前相:談期間
をできる限り短縮すべき:  :

‐ .   (昂 」新会議仕分け)

○利用者サニビスの更なる向上 ,        .         ｀ .
・資金貸付時の審査期FB3を更に短縮しく資金調達ニーズに迅速に対応

(福祉貸付)37.9日  |→.30日 以内    ■ :     |

〈医療貸付)33.4日  マ  30日 以内    |

・資金貸付時の申請書類の更なる簡素化に向けた検討        :
: 1(福 祉貸付)複数様式の■元イじ、法人公表資料の活用等により、 申請書類を

30%程 度簡素イじする。   「             :
｀
(医療貸付)法人公表資料の活用等により、申請書類を5%程 度簡素化する。

○利用者ニーズヘの対応t有 事の対応等の機動性の確保   1    ■ i
◆利用者二■ズヘの対応……融資枠の確保、融資条件の改善等に努める。
,・有事対応1機動性の強化■有事における二時的な資金需要に迅速かつ機動的な
1     ‐  |1   対 応に努める。       :

:駐曇墨鴛鰹賃撃房兵轟穫雰詈R産層轡諾鯉轟す乞基基黒曇ぁ支基あ:|イt l.:
°デ踪奪霧轟髪梨翼曇:既曇経』善に対し、1亀僣患詭畿墨格を進めt安定した経営を
行う上で必要な情報提供等をセミナーやイロ別相談を通じ行つているところである

が、整備計画の早期段階から的確な融資相談に応じt速やかに安定的な事業実施
が図れるよう必要な見直しの提案(助言等に努める。        1

く仕分け前の改革案> <仕 分け後の改革案>

○利用者サービスの更なる向上に向けた取組の徹底
○有事対応・機動性の強イヒ    :   一  :
Oljl規模組織に対する資金需要の支援の強化
○社会医療法人等の公益性の1高い医療機関に対する
資金需要の支援の強化   1     1‐ |

〇融資条件の改善等の利用者側の利便性の向上
○融資相談の強イじ

‐
|   |

0利 用者サ■ビス
の向上  :

20



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【年金担保貸付及び労災年金担保貸付

_事業】          :
(評価結果)|

:∬釉慕イア をヽT亭す
.0年金を担保に貸し付ける仕組みが間
題 (モラルに反する):結 果とし :
て生活保護に追い込む例もありその
現状を機構が把握していない。 '

oセ ■フティーネツトとしては、年金
担保はなじまないと考える。廃上し
た場合の一時的資金需要へのスキ■
ムは考えるべき。  i      :
「     (庸 」新会議仕分け)

○国会でも指摘を受け、具体的にどう
`い う用途に使われているのかサンプ、
ル的に調査をして確認を行い、貸付
の中身の厳格イし、1廃lLも含めた見直
し、あるいは他で担えるのかt重 複
.部分の問題も含め検討してい<: '

(省内仕分け)

‐
省内事業仕分け及び行政届」新会議仕分け結果を踏まえ、事業利用者の実態把
握及び代替措置となり得る他制度の現状把握を行いつつ、事業の廃止に向けた
検討を進める。       |

21.



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【福祉医療経営支援事業】′

経営セミナーは、民間経営のコンサ
ルタントこの役害」の棲み分けについて
も論点として検討したい:

○経営支援事業も約70%と いうセミ
ナ■の満足度など、積極的に存続さ
せる意義が感じられなかつた。
そもそも外部から講師を招いてのセ
:ミ ナーなど、民間でどこでもやって
おりtあ えて行わねば な らない必
然性はないのではないか。  「
○専門性、、商品価値、機動性を高めて
ほしい。 (省内仕分|→

○民間コンサルとの棲み分け  1              .   : ・
,経営ヤミナ■については、民間コンサルの動向を把握した上で、重複部分の見
直し等の工夫ができないか検討するg        l        ‐

○顧客満足度t機 動性の向上                ´  :
・経営セミナーについては、受講者アンケ∵卜でニニズの高い 「実践事例を通し
た経営管理に役立つ情報」、「経営指標デニタを活用した経営管理に役立つ情
報」等のカリキ五ラムを充実させ、一層の顧客満足度の向上に努める:■

【福祉保健医療情報サービス(llVAMNE~lD
事業】
′(評決結果)   i  i  t
改革案が妥当4人
改革案では不十分5人   :
改革案では不十分のうち、国、民間ヘ

3、

○民間売却できないかということも

6讐 肇琵蕎碧が福証サービス情報を一:
:元 的に管理すべき。その情報をHP
に入力、保守 、管理するのが福祉医
療機構の仕事ではないか6｀

  ′

○日々更新される介護事業者情報など
を国が直接管理、提供するのはそぐ
わない:本来、自治体がそれらを担:
うべき音3分が多い。

・
(省内仕分け)

○全廃又は■部縮小の
3案を検討

○重複する行政情報の掲載を廃止、医療機
関 `介護事業所'情報等の掲載はヨ|き続き
:1実施することとし、コスト削減を図る。

○見直し案1.         =     t         i

実施主体を国 1自治体又は民F83が行うこととする場合には、     、 ^

,実施主体を国又は自治体に移管することは、機構と同等のシステム構築こ運
:用 コストが必要であ.り、実質的なコスト肖」減に繋がらない。

・民間への移譲。売却は、機構と同等のシステム構築と運用コストが必要であ
り、かつ収益性がないことから民FB3が実施するとは考えにくい。 :

このため、引続き機構で実施することとする。   1  ・     1
′

ただし、福祉医療に関する行政情報は、国・自治体が担う業務であり重複して掲
l載する必然性がないため廃止する。 (別紙1参照)  ´      =

く仕分け前の改革案> <仕 分け後の改革案>

22



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

【組織 ・運営】 : ヽ‐
(評決結果)|      :
改革案が妥当3人    ‐
改革案では不十分6人   |  |
:改革案では不十分のうち、他独法との
統合・移管1.、更なる見直しが必要5

0管 理部Pヨの整理をすべき。   |

○事業の移管 `廃上の如何による。

○更なる人員の削減をして、給料を大
幅に下げるべき。 |

―
   (省 内仕分け)

○管理部P日の再編    i

管理部F5の再編 (総務部、企画指導部、情報システム吾3)を行い、管理由ポスト
(部長▲2人、課長▲1人)1の肖」減を行う。 (22年度検討、・23年度反映)

○給与水準の適正化:      '｀

給与水準の適正化については、ラスパイレス指数が概ね100ポイントになるよう
給与水準の適正化に努める。 (24年度までに実施) :

○大阪支店の改革の方向性     :    |
・刷新会議仕分けでは、 「融資体制が十分でない、:スピ,デ イマさについて検
討の余地がある」とされたことを踏まえ、顧客サービス (利便性 :迅速性)

´ 1 の維持■向上を図る必要がある。    「  ‐    1 1

1大阪支店を廃止した場合の費用削減効果は、▲4,530万円、同支店を存続さ
せ、管理部門を廃止するなどした場合の費用削減効果は▲2,790万円という
結果であつた。1                           1

これらを踏まえt大阪支店は、顧客サービスの観点から貸付部門のみに特化す
るこここし、管翠部門を磨止することとするgl(別紙2参照)

<仕 分け前の改革案>

○廃止した場合の費用.
′
対効果を検証し、
22年 度上半期中に
結論を示すg   '

<仕 分け後の改革案>

:○大阪支店の管理部門を廃止する  1
:次長ポスト、課長代理ポストの廃止
・事務所スペ‐スの縮減   |

23



晃」紙 1

案
・
革改
¨

参考|(31き続●寒施した場0)

システム最適化計画に基づ<コ スト削減 実施 実施

行政情報の掲載
=厚
生労働省HPに 掲載 継続

医療機関 :倉護事業所情報等の掲載 糸性糸売 継続

コスト削減額
22年 度予算額7.〇億円

23年 度 :▲1.0億円
24年度 :▲3.0億円

23年 度 :▲ 1.〇億円

メリット
〇ケアマネジヤこの利便性確保
○担当職員の雇用熙慮  l

|〇ケアマネジや一の利便性確保
○担当職員の雇用配慮
○現場の混乱回避    ~

デメリット
O事業費がかさむ
○自治体HPと の部分的重複

:
○事業費がかさむ  |
O自 治体HPと の音F分的重複
○厚労省HPと の部分的重複

. 24
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別紙 2

大阪支店の改革の方向性
:現状 :改革案 参考

・:(廃止|した場合).

福祉医療貸付
。融資相談、審査

`

,契約 `資金交付

・顧客サニビスの観点から貸付部Pヨのみに特化
・管理部P5の廃止―

福祉医療貸付業務の全てを本部へ二元化

組織  4課 (27人 )

事業費 310,657千 円

面積  572ぶ

・▲1課 (▲2人 )i
次長ポスト|  ▲ 1
課長代理ポスト ▲ 1
・事務所スペースの縮減 (▲150耐 )

・▲1課 (▲3人)
支店長ポスト  ▲ 1
課長代理ポスト・▲1
係長ポスト   ▲ 1   ・
,事務所スペ

ースの縮減 (▲572面 )

顧客サービス (利便性、迅
速性)の 観点から東京 。大
阪で実施    |

行政刷新会議事業仕分けの以下の意見を踏まえ、福祉医
療貸付事業は現状の体制を維持し、管理部Pヨを廃止する:

①貸付事業自体は必要だがt独法自体が効率的かつスピーデイニなや

88:ら翫藝漂嶋暴奪丞讐忌駅雷戻曹臨 り、女ピ‐事ィニ
さについてはまだ検討め余地はある。

顧客の利便性 (大阪から東京へ来訪等を要しない)の
確保,

窪竃薩藝8醗透悴̀子デ
ユ
iド
)9準保   .: ,

1システムのパックアップ機能を現状のまま利用できる

,運用経費の削減

デメリット 。庶務機能の低下

本部へ移管等による多額の下時的経費の発生
顧客の利便性 (大阪から東京への来訪等)の 低下
融資業務 (審査 ・契約)の スピニド低下
システムのバックアップ機能を構築する必要があ

コスト削減額 ▲27,872干 円 ▲15:313千 円

―元化に伴う二時的経費 7,428千 円 116:466千 円

実施を23年 度とした場合
23年 度の削減額

‐

24年 度の肖」減額  |

▲20,444干 円

▲27,872干 円

101,153干 円

▲ 15,313千 円



独立行政法人福祉医療機構の概要

(全体) 300/0

本部
10部28課2室

(230人)
うち管理部門  ■
4部8課1室(74人)

320/0

地方
4課 ,

(27人)

うち管理部門
1  1課 (3人)

11%

ヽ
１
‥
ノ

２つ
〈
ロ

め
割
占
り
に
評
人
理
法
管

ｒ
ｉ
ｌ
ヽ《組織体制≫≪基礎デニタ≫

1 乗 役職員数は平成22年4月1日現在、事業費は平成22年度の数値、うち国家公務員出身者及びう
ち現役出向者については各年度の4月1日現在〔うち国からの財政支出につし`ては各年度の数値

≪主な事務=事業≫i             f i

*財 投機関債を除く

【22年度】 【て参考)21年度】

役員 6名
うち国家公務員出身者 0名 2名

うち現役出向者 1名 1名.

職員 2574呂
うち自豪/At務員出身著 4名 4名

うち現役出向者 6名 8名

事業費 6,409億円 うち国からの財政支出 2,466億円 a227億円

事務,事業 事業費 うち国からの財政支出

福祉貸付、医療貸付、́
福祉医療経営支援事業

3,122億円

計  2,162億 円

うち運営費交付
金・利子補給金

79億 円

うち財政融資
資金

2,083億円

年金担保貸付1事業
‐

労災年金担保貸付事業
1,952億円

福祉保健医療情報サ■ビス事業 フ億円 6億円

心身障害者扶養保険事業
1,253億円・
(給付金を含む)

262億 円 :

うち退職手当共済事業の
給付費補助全、256億円



11ヒ ト(組織のスリム化)

職員数の肖1減 :

<平 成21年度>‐
265人

<平 成22年度>

256人

<平 成23年度末>

221人 i

平成21年度 平成22年度 肖1減1数:

役員 2/5人中 2/5人中

職 員 0/265人 申 0/256AFい 該当なし

役員:国家公務員OBが 就
任しているポストについてt
次期改選時(H25二月)に公

募。

27

(独)国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の改革案について

2:モノ(余剰資産などの売却)

〔※保有資産の売却はt立地条件等を踏まえると極めて困難。

3.カネ(国からの財政支出の
.肖
1減)]子(国からの財政率串の
.肖1減)l「

<平 成21年度>:   <平 成22年度>

I雷〒う癬■■f〒ラ驚≧‐

l:鬱最課3璽鍵庭曇ム島事|

<平 成23年度>

(運営費交付金)｀
,1616億 円

≪削減額≫

▲1.0億 円

「
・
菫営百養I釜蕉葛暴湛轟選藤おIうI薇質∵

‥
∵‐∵下下∵
口∵・■

第2期中期目標(対19年度と24年度との比較で23%削 減)を :
(米各年度の含額は、爆職手当相当額を除く)



人員のスリム化を図りつつt以下の事業改革■黎り組む:‐    ~ ■ |  |

O重 ‐度:薫複などの支援が困難な知的障害者に対するモデル的支援の拡充   :
~  全
国から受け入れた最重度の知的障害者に対する地域移行のための支援に更に取り組む  :″

  と ともにt支援が困難な者を短期で新規に受け入れてのモデル的支援を拡充:    ■   |
1          1            _       :  、      ´            :

1(モ デル的支援の具体的内容)          ●
‐      ヽ 1      1

[従来からの取組]|,重度・重複等の支援が困難な知的障害者べの地域移行支援
「矯正施設等を退所した知的障害者への社会生活定着支援   :

i :  [新 たな取組]  1精 神科病院に入院する知的障害者に対する自立支援
・認知症と知的障害を併存するケニスIビ対する支援    _・ : |「

: 1   1  1 :`|1今 後の総合福祉市1度の創設を踏まえた取組:等  ‐
     :

:      _              、

o養 成:「研修機能の強化:   1  ■ | :         ::  ― .
―干デル的支援の実践や調査研究の成果等を踏まえ、全国の知的障害者関係施設等
:職員の養成,研修を強化 |‐       ●          :         |_
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≪基礎データ≫

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の概要

≪組織体制≫ 法 人に占める

管理部門め割合

~γ 〃|            ,  【 22年 (参考)21

役員
5人 :

(うち監事(非常
勤)2人)

うち
国家公務員出身者

2人 2人

うち
現役出向者

職員 ごお亀家0本
非常勤職員94人

うち
国家公務員出身者

0人 0人

うち
現役出向者

6人

(うち2人は '

営繕専『1職)

5人
‐ (うち1人は

営繕専門職)

予算 40.4億 円
うち
‐

国からの財政支出

25.5億

(退手相当

額を含む)

241億

(退手相当

額を含む)

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務
員出身者 コ現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、うち国からの
財政支出についてはそれぞれの年度の数値    |

≪主な事務8事′業≫

事務:事業 予算
うち国からの
財政支出

総合施設の設置・運営 38,8億円 24.0億円

調査1研究及|び1情報提供 0.8億円 0,8億円

知的障害者の支援業務従事者に
対する養成1研修11■

0.6億円 0,5億円

障害者支援施設の求めに応じた
.   援 助1助言::

o.2億円 0.2億円

本部

6音51所
12課

(256人)

うち管理部門
1部 2課 (23人)

9.0%

地方 なし なし

l …
… ‐

1

1

29

企画研究部
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独立行政法人労働政策研究1研修機構の政車案について

1.ヒト(‐組織のスリム化)

<平成21年度>  ヽ く

1      1‐1」罰1
121人

|・ l来法墨キ■ⅢⅢ
‐  r     ―

―
・  1       1          :  ヽ   .     l            l

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 2/6人中 1(公 募)/5人 中 Al

職員 5/121人 中 4※ /118人中 ▲ 1

役員:/Ak募選考を経た者

職員:転籍して研究者となつた者

※この4名は研究者と,て転籍した者Fある。_ 1

2.モノ(余剰資産などの売却)
ヽ
―
「
１
ノ

Lされている研修の労働大学校への集
のヽ土地 :建物の有効活用を図る:
政策研究所 (東京都練馬区)、|

労働大学校
[(埼玉県朝霞市)のみ。 ●

3_カネ(国がらの財政支出の削減)

<平 成21:年度>  ■ <平 成22年I
1 28:0億 円   ‐ 2717億1

施設:設備の改修の内容によつて増減する」

≪削減額≫

※ 上記1の組織のスリムイし
による4人の肖1減分を含むt
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4:事務口事業の改革

(労働政策研究の改革)    .     ■    _    _   ｀      |
○ 労働行政を取り巻く情勢の変化に迅速・的確に対応じt労働行政の適確な企画:立案にこれまで以上に
1貢献するため、平成2_2年度から新たに次の2つの取組を実施。 1      1
なおt下記1:の実施に際して1よ、1法案作成など緊急の調査二rズを逃すことめないように、機構所管課におしヽ

ごとから四半期ごとに改めた上で、こ
意見交換し、1緊急調査の実施を決定する仕組みを量たI=設Itる等、重なる見直しを実施6

1.緊 急の政策課題に的確に対応した調査 `分析 i   : ‐       ●        :
部門横断のプロジェクトチ∵ムを設置しt厚 労省からの緊急の研究要請に対し短期 日集中で成果を出
す調査 ・分析の仕組みを創設 (取組例 :①未就職卒業者についての緊急調査、②リニマンショック後の
日系人の就労状況1平関する緊急調査)6  1 :       ||       ‐

  ヽ  |

2.労 働政策の事後評価に資する調査・研究      1        1      1

暮言言量:曇婁5;言5嘗言|[曇驚暑i‐1‖I曇]景番「「二秀「1董毒量:「1曇景:611:争
・(労働行政職員研修の改革):

1.労 働大学校での中央研修の合理化

雇用対策に対応した職員研修 ●    :  ■
テたな雇用対策に対応してt求職者の住居“生活支援
,を強化。|ィヽ口■ウ■ク職員の資質を高め、行政サT
'分野 (福祉分野)に関する知識も含めた貧困・́困窮

に、実畔的な若年煮率援の演習 (「若年者撃職サ集耳|卜
′
選薯F皐言哲舞晉:iF〒撃テ「鷲〒:「 ||:

‐
|
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1‐法案作成などで参考となるようなスケ
ジユニルで調査を行うべき。1‐ ‐

《省内事業仕分けでの指摘事項》

1.二十ズの積極的な把握による的確な
調査研究の実施(改革案の強化)

<仕 分け前の改革案>

○ 平成22年度から、労働行政を取り
1巻く情勢の変化に迅速口的確に対応し、j
労働行政の適確な企画,車案に■れ
まで以上に貢献.するよう、「緊急課題

に的確に対応した調査・分析」を行う6 1

○ 緊急の調査三―ズを逃すことのない

ょうに、機構所管課におしヽて、各書̀鳥:
の調査二Tズ のIE握を年度ごとから

|

四半期ごとに改めた上で:これを基に
`

:政
策銃播官と機構理事長が意見変換
し、緊急調査の実施を決定する仕組
:みを新たに設ける6

<仕 分け後の改革`案>

32



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

2.研究内容の公表t研究費用の公表を行
うべきt          . :
《省内事業仕分けでの指摘事項》 ‐ 1

2.研 究費用の公表(新規追加)

○ 機構における研究報告書等の調査研
´

究の成果については、ホ■ムペ■ジ等を
通じて、積極的に広く国民に公表している
ところである。

′‐■      |

研究費用については、今後、公表する。○

3.調査研究を必要不可欠なものに重点化
すべき。 ‐  ■ |
《省内事業仕分けでの指摘事項》

3.調 査研究の重点化

○こ4までもt印査研究の必要性・緊魯性
や政策^の 反映見込みについて、各部局
:が吟味して提出した要請を機構所管課が

1審査した後に、当省と機構とが調査研究 .
テ■マの調整を開始しt各部局の局長級|
二機構の:役員・部長級が意見交換を行っ
た上で調査研究テ■マを決定しており、
こうしたスキ■ムの活用によつて、言|き続
き調査研究テTマiの重点化を図る3 ■ ‐

|

|
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主な指摘事項 改革案の翼なる見直し内容ヽ

4.法人の白主収入の確保に努めるべき:
《省内事業仕分けでの指摘事項》

4.自主収入の確保̂ の取組

○ 出版物等の成果物の販売促進等により

今後とも自弓収入の確保II弩める。|.:

5.:調査研究にういてはt大学等民間への
委託により実施すべき。 ― _
《省内事業仕分けであ指摘事項》

｀
5:機構と民間との役割分担の徹底

○ これまでもt厚労省において、大学tシ‐

ジクタンク等民間に委託できる調査研究
にっいては民間ヽ の委託により実施する
■方で、労使からの中立性が求められる
審議会の資料や、中期.的に調査研究を
1継続する必要があるものt労働現場の丹.
念な寒態把握を必要とするもの等t暴間
ではなし得ない調査研究については機構‐
‐に要請するといつた役割分担を念頭に実
施しており:各部局に対し,、

.弓
|き続き上記

め役害1分担にもいての考え方の徹底を図
|る:   ‐   t  l  ■ |
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

6:国 家戦略に資するような独自研究を行う.
ことはできないか。
《省内事業仕分けでの指摘事項》   :

6:課 題研究テ下マの設定過程において

対応を検討(新規追加) ●

0課 題研究(厚労省からの要請に応じて

機構が単年度で実施する調査研究)の
.

テ■マを設定する過程において、機構独
自の問題意識を踏まえるような対応に努
める61      ●    :
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

7:キャリアマトリックス(総合的職業情報デ
ニタベ■ス)は廃止すべきな ■
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

7‐キヤリアマトリツクスI=ついて、機構の
:事業としては廃止し、厚‐労省に運営を
移管(新規追加) :

〇 キヤリアマト:リツクスにういてt機構の事
業としては廃止しti厚労省に運営を移管|

するこ         、    ―
‐
なお、キヤリアマドリッタスの見直しに伴
い、国の事業であるキヤリモバヘの配信を
廃止(※)する6           :

1竜√醍議員量程電  翫 錢響FI
平成23年度末をもつて廃止 (労働相談に関するQ

識飢驚鞣翻孵観「TTll

|.労働関係図書表彰について:税金を1・
使うて草金を串す必要I事ない0´ ■ |
《行政席1新会議事業仕分けでの指摘事項》

8.労働関係図書:論文表彰の賞金の廃
止(新規追加).●     :

%言f哩霜見墓轟証曇1,7い
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

9.宿泊棟の廃止など労働大学校の土地|

建物を有効活用すべき:  l    i

《省内事業仕分け口行政刷新会議事業仕
分けでの指摘事項》:1 1  :■

9.労 働大学校の施設の在り方について
検討(新規追加)| ・

=厚
生労働省関係の他の施設で実施さ
れている研修の労働大学校への集約化
を図る
・
ごとにより、́労働大学校の土

地 ・建物の有効活用を図る。  ■  1

○
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

10:労働大学校は国|こ移管すべきι、
|: i

《行政届1新会議事業仕分けでの指摘事項》
○ 労働大学校については、研修内容の見
直しや土地・建物の有効活用を推進する
ことにょりこその運営の改善を図うていく
こととするがt別紙1の理由により、労働
大学校を国の直轄機関に戻す理由を見い
だすことは困難である。′ : ~ |

11懇瀧 淵鶉 驚臨
すべき。  ■    :  |
_《省内事業仕分けでの指摘事項》

.

○ 研修施設の共有化は以下の理由により

困難と考える。    ‐  ■
1日各府省は自己の職員の研修所を有し、
1各分野に求められる知識:技術等を教授
し、行政サ■ビスの向上を図っている。

「

I国の職員の研修所の共有|こういては、1
1各々の行政分野ごとにヽ 業務内容が大き
く異なり、必要とされる知識:技術等も異な
ることから、研修所の共有による合理化効
果は極めて限られ:たものになると考えら
れる:    |:      :

1絆    喜 ∫亀
とともに、これまで以二|1多くの研修生の`
受入れが可能な新たな大規模施設が必
‐要となるなどt新たなコストが発生する:

3.8



主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

12.地方でできる研修は地方で実施するな
ど研修内容の見直しを図るべき: |
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

12.労働大学校での中央研修の合理化
(新規追加)  `  「    :

○ 労働大学校で実施している研修のうち、
都道府県労働局等において実施可能な
研修にういて:都道府県労働局等に移管
する。 1   ■  ‐     |

13.管理部門をはじめとして、■層の人員
削減を図るべき。
《省内事業仕分けでの指摘事項》

13」:管理部門における人員‐肖1減(改革案
0]童化)  |     _1

○ :機構においては、これまでも人員削減
による効率化に努めてきたがt平成22年
度にういてもt管理蔀戸]において4名あ
人員を削減する6   1      ■
く仕分け前の:改革案> ‐ <仕分け後め改革案>

3名削減 4名 肖1減⇒
・
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

14..さらに給与を引き下Iずるべきよ
《省内事業仕分けでの指摘事項》

14“ラスパイレス指数の適正化

:(新規追加) .

〇 平成20年度には1041 8́であった事務
1職員のラスパイレス指数を、管理職の給
与引き下げ・賞与カツト、昇給抑制の実施
などによりt平成22年度には100相 当に

する: ■      ■ 1  1 1

11.他の関係機関と二層導携1・情報変換を
すヽべき̀   :  :   :
《省内事業仕分けでの指摘事項》 :: %覆暑F燃諄1‐鍋鶴鐵騒臭|

する観点からt関係領域にういて研究す.る
機関等との連携1情報交換の強イじに努
める。
~ |   ■   ―     ‐ |
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

16.法人の中立性が求められる中でt法人
|の独立性を高め、ガバナンスを強化す

(

べき:
《行政刷新会議事業仕分けでの指摘事項》

16f‐役員選任の適正化などガバナンス
の強化    :

○ 理事長のりTダーシツプの下に、全役
員と部長以上の全職員から構成される経
1営会議を設けt職員の服務規律やヨンプ|
ライアンスの厳格化等内部統制の強化に
取り組んでおり、弓|き続きガバナシスの強
化に努める。1    .1 ■  |
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独立行政法人労働政策研究口研修機構の概要 :

〔響鋳轟当魯〕
≪基礎デ■夕≫ 準織体制≫  ―  喰株) 200/0

本部 2部 (19名)
うち、管理部門
2部(19人)

1000/o

労働政策
研究所

3部、5研究部門

(68人)
うち、管理部門
1課(2人) 30/o

獅緋〓

教育担当、大学
校事務局、1研究
部門(31人).

うち、管理部門
1課(3人)

10%

≪
【22年度】 【 (参考)21年度】

役員二 5名癌1
うち国家公務員出身者 1名(公募) 2名

うち現役出向者 0名 1名

職員

.118名
注2

:葛』壁醤嬌よ菖12人]
うち由家・轟員出身者i 4名 5名

うち現役出向者 254L 24名

予算 29。4億円 うち国からの財政支出 28.4億 円 32:1億円

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、事業費は平成22年度の数値、卜う
・
ち国家公務

員出身者及びうち現役出向者については各年度の4月 1日現在、うち国からの財
政支出については各年度の数値
注1義ま嗜[1電超曇辱受憲り̀辱獣菫彗やな思墓

)

、ね 面ヌ「L高磯薬轟夏轟
~11■
署ミ _」|

労働経済分析部門

雇用戦略部Fl

労使関係・労使コミ
ュニケニション部門

就業環境・ワークラ
イフバランス部門

【労働大学校】
人材育成部門

キヤリアガイダンス
部門※

: ※ 研究と研修との連携を図るため、労働大学校内に在席

【法人本部事務局】

による事前 ・事後評価を受けており、その事務 ‐事業には|

を 1名肖1減の上、厚労省OBが

注2.法 人発足時 (平成15年10月)の 140名から22名 (▲16%) 肖1減

≪主な事務・事業:≫

事務,事:業 予算
うち国からの
財政支出

労働政t策研究 11.6億円 11.6億円

情報の収集・整理 90億 円 9.0億円

成果普及等 44億 円 i3.4億円‐

労働行政担当:職員研修 ‐ 4.4億円 44億 円
* 機 構の事務

.・
事業は、外部の有識者 (公労使)で構成される 「総合評価諮問会議」
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労使の意見が反映されている。



独立行政法人雇用:能力開発機構の改革案について

ヒト(組織のスリム化)

<平 成22年度>

3,588人

《今後の対応≫

解消済み

≪削減数≫

▲493人

平成21年度 平成22年度 肖1減数

役員 3/8人 0/6ノに ▲ 3

職員 10/3,689A 0/3,588A ▲ 10

:≪国庫納付見込額ゝ

0総 合大の全敷地(24万ボ):簿価115億円

,0所 有地の約2割(28万ぷ):簿価73億円

…8難簿榔 鑑麟膚
O私 のしごと館:簿価269億円
0国 際能力開発支援センター:簿価77億 円

3. カネ(国からめ財政支出の肖1減)■

<平成21年度>.   く 平成22年度>

1́:074億甲  .855億 円

<平 成23年度>

585億 円浜劾

≪削減額≫

▲27o億 円

※1都 道府県̂ の 職業能力開発促進センター等の移管が行われればさらに職員が削減される」 ヽ     |        .
※2都 道府県への職業能力開発促進センター等の移管が行われればさらに国からの財政支出が削減される。  1      ‐
※ 平成23年度～は、雇用・能力開発機構は廃止し、職業能力開発業務に限定して高齢・障害者雇用支援機構に移管することときれている。
平成23年度～の数守は、業務移管後の職業能力開発業務に係うもの。   「    |43



4.事 務,事業の改革

【総合大の見直LI

○総合大について、現役指導員に対する再訓練に重点化する。

職業訓練指導員の育成を担う、職業能力開発総合大学校の在り方に
ついてはt労働政策審議会における議論を踏まえ、相模原校を廃■Lし、

1上

平校に集約化するとともに、■律4年の長期課程(4年生訓練)や再訓練を|
見1直し、コストパフォニマンスの向上を図ることとしている。具体的には民間
企業経験者や工科系大学の卒業生で企業に採用された者等を対象とした |
ハイレベソレ訓練(仮称)やt全国の職業訓練指導員向けのスキルアップ訓
練(1年に1回)を実施する方向で検討している。|
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.職業能力開発総合大学校にっいてIよ、 「
①廃止すべきな        :
②小平積に統合後、指導員数の見直しを行しヽつ
つ、養成訓練機能を4年課程がら2年課程として
残しご養成効率を高めるべき。     |:
③再訓1練の充実E強化についても

｀
t翼なる見直し

:を検討すべき6    ■      i

○職業訓練指導員の育成を担う、職業能力開発総合大学校の
在り方については、労働政策審議会における議論を踏まえ、相
模原校を廃止じt小平校に集約化するとともに、■律4年の長期

重]署婿i認畏まT凩需野   轟 難贔FI
大学の卒業生で企業に採用された者等を対象としたハイレベル

訓練(仮称)や、全国の職業訓練指導員向けのスキルアラプ訓練
(1年に1回)を実施する方向で検討している。   ■

2.職業能力開発大学校(ポリテクカレラジ)や職
業能力開発促進センター(ポリテクセンタ‐)にっ
いては廃上しt都道府県や民間の機関において
実施すべき。      | :     三

Oポリテクカレ'ジやポリテクセンタ=については、希望
する都道府県には受け入れやすい条件を整備した上で、
:その機能維持を前提に移管することとしている。| ‐

○ポリテクカレ'ジやポリ■タセンタ上においては、民
・
間

では実施困難なものづくり訓1練を実施している6ただしt

履難施鶏縣織鰍即翼1隻騨黒キ｀
能な職業訓練については民間1教育1訓I練機関等に委託じ
て実施しているが、これにういてもt定型化した委託訓

‐

,練について、都道府県への移管を進めてぃる。

癬篠    だ 霧島1謂L凡
斃禦龍換章ス蘇建?躍藤威服
槙肇事管菫塁見路濯

性Lが無い施設は1雫■Lを含ゅて

【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(雇用:能力開発機構)
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

3.事業者への助成金やt職業副1練受講生1求

職者への給付は、ハ由ニヮークで実施すべき。

○助成金に関する業務については、、都道府県労働局
に移管することとしている:          :

4.組織のスリム化、1ニーズとの合致、運営効率
の観点から、更なる見直しを行うべき。  |

○雇用口能力開発機構を廃上し、高齢:障害日求職者雇
・用支援機構に職業訓練業務を移管するに当たっては、
徹底した組織のスリム化を歯り、職員数を3,588人

『菅a領晶會1熙18:詮1猛1理驚重■猛:よ
※都道府県への職業能力開発促進センタ=等 の移管が行われればさらに職
員が肖1減される:

Q職 業部1練業務を移管後の高齢
・障害日本職煮雇用支

援機構においては、ユ=ザ ニである労使の代表が法人
の意忠決定に参画する運営委員会や

´
:都道府県単位

で地域の労使の代表等から訓練三ニズを把握するた
めの協議会を設置すること等により、二■ズを踏まえた
効率的‐な運営を行うこととしてぃる。   .
,                                      '      「                             _  :       ‐

0また、移管後の状況を見そt業務についての必要なi
見直しや、これに伴う組織のスリム化を図ることとして
いる。   i                 l.・
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≪基礎デ■夕≫

役員 6人

うち   ‐
国家公務員出身者 0人 3人

うち● :
現役出向者 1人 1人

職員
3,588人

〔沼饒貰:;人〕

うち  ‐
国家公務員出身者

0人 10人

うち|

現役出向者
17人 15人

予算 _ 5,418億円
うち
国からの財政支出

855億円 1074億円

【24度】【惨和2蜂度】 綱`織体市1≫

うち
日現

(全体) 14.9%

本部
8部 1室

(288A)

うち管理部門
3部■室(1侶人)

49,70/o

地方

職業能力開発総合:
大学校
‐
1校

職業能力開発大学校
(職業能力開発大学
校附属短期大学校
12校)10校

職業能力開発短期
大学校 1校

職業能力開発促進
センター 61所

(3′300人)

うち管理部門

(393人)
11.90/o

独立行政法人雇用哺ヒカ開発機構の概要

〔警舗轟警魯〕

半 役職員数は平成22年4月 1日現在、:予算額は平成22年度の数値1
国家公務員出身者1現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1
在tうち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務口事業≫ |

| 「:票「T―
―葛罰「11

:自
■歯

Ｆ

Ｉ

Ｉ 「「由「「噛「「』一「”「「「「一

事務1事業 予算
うち国からの
財政支出

職業能力開発総合大学校(相模原) 3フ億円 32億円

職業能力開発総合大学校東京校(′1 平ヽ) 21億円 19億円

職業能力開発大学校(10校)|l  il
職業能力開発大学校附属短期大学校{12校)

躊 盤繁言1■ ||
186億円 156億円

職業能力開発促進センタァ{61所)
(ポリテクセンタニ) . ｀

369億円 358億円

雇用促進住宅 239億円 0円

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

ト

ト

ー

ー

ト

ー

・ヽＬ
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職業能力開発総合大学校

職業能力開発大学校

職業能力開発大学校附属
短期大学校(12校)

雇 用管理部

業務推進 部



労働者健康福
i祉
機構の改革案について

1「ヒト(組織のスリム化)

〔産業保健事業の見直して産業保健推進センタ下の集約イヒ)

<平 成23年度γ>
89メ、

<平 成21年度>   <平 成22年度>
・
   155人   1        150人

■  1

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 3/7人中 2/7人中 Al

職員 2/13986Arト 2/14251人中 0

※ 役員公募の結果、適任者が不在のため、1名は暫定任用中
L 二 " ロ ニ 嗜 口 _ " 暉 ロ ニ " Ⅲ 口 " _ 口 由 _ ‐ ロ ー “ " ‐ 由 “ ‐ ロ ー 自 由 ― 由 ロ

く今後め対応:≫| |

≪肖1減数≫

⇒ |

役員:公募(再公募)を実施
職員:解消(今年度末)

2:モノ(余剰資産などの売却)

〔|千
努
琴
病
申有皐
自市FI守 (建ⅢⅢI′1161二花約

1113o9語
11売響(〒
却額,全最由産轟ハ)〕

≪国庫納付見込額≫

▲2=5億 円

31カネ(国からの財政支出の削減)

千竃iξ]辱, ,111仄15'TT'F
〔雫|1庭
撃||1与|(|1凛年推進ャンタT?予約1ヒ

助ヽ成金事業の廃止)

≪削減額≫

※組織のスリム化(人件費t
事務所費の削減等)など
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OT般 競争の拡大 |       ′    ‐   1       :  |      ‐
1随 意契約見直し計画を策定(平成10年度)、一般競争入札あ更なる拡大、二腹競争入キ讀こおIチる―者応札に対する

取組の実施       f        ′                  |      |

3二 者応札についモ|よt平成21年度に業者に対して実施したアンケニト調査に基づき、入札要件め緩和や入札公

告の早期実施等        1              '        |
・医業未収金の徴収業務について市場化手ストを活用しだ二般競争入札を実施(■成21年10月から) |  :

○調達あ効率化        | ■        |「 |        |
・:後発医薬品の積極的な導入 ■ 平成23年度に購入金額ベースで115:0%を目標 ▲6.5億 円 :

■1春機器91申購入の拡大
｀
マ                     優 目目目「 1  11,

11          1_ → 1更なる調達童ストの削減に向けて放射線医療機器における共同購入対象機器の

li  ■
‐

口病院情報システム調達に係る競争性向_L                   :             :

ナルタンドを介在させること事|こょり競争性を高めながら1.各病⇒ 基幹システムの更新時期を合わせることや、コンH

院`に共通的なシステムを構築し、それを用いること等で調達コストを削減‐ ▲ 4.6億 円(平成22年 度予定)(対 象

0人 件費肖1減  ‐    . |
口人件費の適正化のため、賞与支給月数のカット及び管理職加算割合のカット等
F給 与力●ブのフラットイ|⇒ 関係者と調整済(給与カ

ーブのフラット化を促進)▲ 29億円 1園日濁置鵬



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(労働者健康福祉機構)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.:労災病院人のガバナンスを強化しつつ、労災
病院事業の効率化と機能強化を図るべき:

ガバナンスのす層の強化を図るためt労災病院
ネットワT夕における各病院の役割指示、PDCA
にょる評価と改善、経営指導等を徹底  ■ :

労災病院としての機能強化を図るため、職を失
｀

うことなく治療を継続する「両立支援」の取組ミ勤
労者のメンタルヘルス対策等の取組を強イ已|

平成22年度末までに、―個々の病院ごと0‐F■り方
を検証、

21労災り' ビヽリテーシヨン作業所、労災看護専
門学校は、廃止文は効率化等を図るべき。

|
く労災ウバビリテ■ショジ作業F~fメ :
■1施設廃止(平

‐
成23年度末).      ′

■残る作業所も入所者の、退所先を確保しうづ順
次廃止    「       |  |

<労災看護専門学校>  ・       :
‐授業料の値上|ザ等による交付金の縮減を検討

3.:産業保健推進センタ■事業の効率化を図る
べき8            1

:専 門的甲実践的な研修、助言等の業務に特化し、
窓口を設置しての相談業務は廃止 :  :

「関係者と調整を図り、1平成25年度までに47拠点
を1/3程度まで順次集約化し、併せて、交付金の・
縮減t職員の削減を推進   ‐
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主な指摘事項 :改革案の更なる見直し内容 |  :

4.小規模事業場支援促進助成金事業は廃止す
べき。     ~    .  1    、

甲廃止  1  1        1

(平成21年度～平成22年度に申請した事業者については、支給期
間(3か年)終了後に廃止)           ● :

5:自発的健康診断受診支援助成金事業は廃止
すべきど            ｀ ´ |

・:廃止   ‐        ‐

く省内仕分け前の改革案> <仕 分け後の改革案>

ハ
γ 事業を廃止

二
続一継

・
の業事

6:組織・運営体制(本部管理部Flを含む3)の効
率化を図るべき8      ‐   1

役員公募の実施    .     :. |

行政OB職員(2名)の解消(今年度末)

本部管理部門の効率化 ▲5人(併せて部課の

再編を検討)

労災病院に対するガバナンスの■層の強化
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独立行政法人労働者健康福祉機構の概要,

≪基礎デニタ≫ 【'2年度】【鯵事21年度】ヽ≪組織体制》  1   1雉 紫

(全体) :4.1%

本部
7部 2室
(117人)

うち管理部門
4部 2室 (67人)・

57.30/o

地方
労災病院30施設
その他65施設

(14′134人)

うち管理部門
514りに

3.6%

.役
職員数は平成22年4月 1日現在t予 算額は平成'2年度め数値:う ち国家公務頁出
身者 ・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在tう ち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値

:|      ｀    |

平成22年4月1日現在の役員2名のうち11名 は暫定任用 (→再公募)     ―

役員
7人

(うち監事2名)

一
ち
二
つ

国家公務員出身者
2人 3人

うち  ‐
現役出向者

1人 1人

職員 人
鋤
略

１

　

ト叩．“職員８。．
ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

うち
国家公務員出身者

2人 2A

うち

現役出向者
65人 64人

予算 3,145億円
うち■   |
国からの財政支出

3`10億円 306億円

※ 1

※ 2

≪主な事務口事業》 : (単位 :億円)

事務1事1業 予算
うち国から
の財政支出

労災医療推1進のための事業 2,839 104

`労災病院事業 2′685 0

労災病院事業以外 153 104

未払資金立替払事業 266 202

:その他 41 4

医療リバビリテーシヨンセシター

総 合 せ き 損 セ ン タ ー経営企画室

看 護 専 門 学 校

‐
産 業 保健 推 進 センター

労災リハビリテーシヨン作業所

医療事業部

産 業 殉 職 者 霊
:堂

産業保健部

賃金援護部
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独立行政法人国立病院機構の改革案について

1:ヒト(組織のスリム化)

<平成23年度>

非公務員化

《今後の対応》
機構のガバナンスの強化

役員:公務員OBポスト1名に
ついて、改選時に公募
を実施   ´

平成21年度 平成22年度 削減数

役員 4/17A 1/17人 A3

職員 0/50,043ノ` : 0/51,058ノ`

,  |≪ 国庫納付見込額》

〔: 再編或計車に与り:これまで廃lLした病院の跡地を国庫納付(7病院ふ讐
29五i gg9ぷ) 〕

▲57億円相当の跡地を
国庫納付

3.カネ(国からの財政支出の削減)

く平成21年度>    i<平 成22年度>:

【運営費交付全(診療事業分)】   ●   :‐   :
・ 75億 円      49億 円

<平 成23年度>  ‐  ‐ |《 削減額≫|

▲30億 円
(診療事業分の▲610/0)⇒ |‐|19億1

|‐ 診農事業|こ充そられる交付金40億 円めうち、3o億 由を削減
・その他、運営費交付金で措置されている国期間分の退職給付債務(347億 円)の=部 を他独法と

1 同 様の黎扱いとする:ことにより、180億 円を国からの直接払いに移行 :
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4.事 務口事業の改革

:本部=ブ由'ク事務所あLスト削減―  :  .:    .:
本部業務の見直しにょる拠出金率(現状3%)の 引き下げt業務見直しによるブロック事務所
の更なる縮減に向けて検討

:

′・契約の徹底した適=化
・  I 11 ‐  |   :    ~|     |

契約監視委員会の指摘事項を踏まえ、:原貝1-艘競争人本tiヒ、競争lt■口/Akilt■i透萌性め確
保t■者応札・二者応募の解消に向‐けて、徹底した黎組を進めていく9       ‐  i、

(参考1)契約監視委員会の指摘事項等(20年度締結分)          . :   '
随意契約2′483件のうち、625件は

二般競争入札への移行が可能
一者応札1,987件は、仕様書の見直しヽ 参加要件の変更などの見直しが必要
→ 指摘内容を全病院に通知し、よリー層の適正な契約事務の遂行を指示  :    |

契約審査委員会の審議を経て、更に杢艶の契響重視査員
会で蔓前豊議を実施 _` : :

(参考2)契約監視委員会の指摘事項を踏まえた改善実施状況|(21年12月25白～22年3月10自).
I 日前回二者応札契約 330件,130件(6割減)   |     : ‐  ́     :   :

うち100%契約 107件→ 31件(7割減):       :           11
‐→ 22年度調達案件のうち、前回‐者応札及び前回100%契 約についてもt契約監視委員会において'1事
前審査を実施 ・   |       : ■ 1      1   1     :
→1入札説明会に参加しながら応札しなかった業者に対して追跡調査を実施し、原因究萌に努力

li調達ニストのす層あ削減     |  |      |   ―   :~ :
共1向入札で購入する医薬品リストの見直し、共同入札対象とする医療機器の機種拡大等に
取り組み、診療事業等に要する費用のさらなるコスト肖J減を図つていく6'    1
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【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(国立病院機構)

主な指摘事項 | 改革案の更なる見直し内容|

11当該法人が実施し、事業規模は
‐縮減

21本部経費縮減、ブロック事務所
は́廃止を含めて検討   、 「

本部ロブロック事務所のコ不:卜削減(新規)

討      ~ 1
(参考)ブロック事務所の職員数             |
国(15年度:277人)→機構発足時(16年度:192人)→現在(164人)

、
　
　
　

一

●　
Ｏ

ｒ

ｉ

ｌ

ヽ

3.病院のガバナンスについては

抜本的見直し  1  1

機構のガバナンス強化(新規)

・23年度(非公務員化)より抜本的見直し ‐

O機 構のガバナンスの強化が図れるよう、国との人事交流
のあり方を見直す  ´

入札改革4

契約の徹底した適正化(追加)

〔口'2年車より美施―■.I  : :  1  ‐〕 :
O122年度より随意契約(少額t緊急性のあるものは除く)に
ついてtその契約事由の妥当性を各病院の契約審査委員
会の審議を経て、更に本部の契約監視委員会で事前審議
を実施
(参考)契約監視委員会の指摘事項を踏まえた改善実施状況ぃ凛"25占～22年3月13日}
・前回―者応札契約330件→‐130件(6割減)    .‐   … うち10o%契約107件:→ 31件17割減)      .  ■
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独立行政法人国立病
=院
機構の概要

(151組織体制≫

1こ占 め る
部門の割合

4.469る

本部 綿 黒laⅢ
ブ画ック事務所6 (`164人)

うち管理部門
4部 1室10課 (35人)
フ"ク 事務所 (92人)

63`210/0

病院
144病院
(50,778ンk)

うち管理部門
各病院の企画・管理
部門(医事除く)

(21099,k)

4:13%

≪

麟 、〕

≪基礎デ=夕 ≫
【22年度】 【k参考)21年度】

:役
員 ｆＬ
υ

うち国家公務員出身者: 1人
‐

4人

うち現役出向者 2人 2人

職員

51,058A

〔意貿言F:蓄:贄〕

うち国家公務員出身者 人
・

０

・

0人

うち現役出向者
(特定独立行
政法人)

(特定独立行
政法人)

予算 8,676億:円 うち国からの財政支出
t
484億円 504億円

* 役 員数は平成22年4月 1日現在、職員数1ま平成22年1月 1日現在、予算額は平成22
年度の数値、うち国家公務員出身者t現 役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1
日現在、うち国からの財政支出についてはそれぞれめ年度の数値      . ‐

≪主な事務,事業≫     :

事務・事業 予算
うち国からの財
政支出

診療事業 8,498億円
437億 円 個廟間秀
の退職給付債務347億
円を含む)

臨床研究事業 103億円 33億円

教育研修事業 75億円 14億円

* 病 院の管理部門|よ庶務、経理等直接患者と接しなし部門とした。
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構の改革案について:

1.ヒト(組織のスリム化)

<平 成21年度>‐
・審議役  3人
口嘱託職員 95人

く平成22年度>:
菫審議役  3人
・嘱託職員 85人(▲10人)

<平 成23年度>

「審議役  ‐2人(41人 )
颯嘱託職員 75人(▲10人)

≪削減数》

・審議役 ▲ 1人
口嘱託職員▲10人

｀‐
⇒

≪今後の対応≫
職員の11人については、公募に

より採用した専門知識を有する者
のため継続して雇用する。

注)21年度から増えた4人を含め11名は、しヽずれも薬斉1師又は歯科医師の資格を有しヽ 公募による技術
系1職員の選考試験に合格し:採用されたものである。 1

町  自からの現役出向者数(120人)を肖1減し、課長級以上の企職員
'(95人
)のうち、

プロパー職員の割合を、
‐4年以内に、50%以 上にする。     1

平成21年度 平成22年度 増減数

役員 1/6人中´ 0/6人中 Al

職員 7/515人中 11/599人中 4

2.モノ(余剰資産などの売却)

〔xlMDAは 土地、撃物等の固定資産は保有していない: ‐      ●
:  〕

カネ(国からの財政支出の肖吐減)

く平成21年度>  :<平 成22年度>
(運営費李付金):、

.(運
営費交付全)|

1_蓬乏腿|:=込農馘l現為
=〉

‐

:|

く平成23年度>

(運営費交付金)
3.5億 円

≪削減額》

▲0:9億 円
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4.事 務:事業の改革

‐
11人材改革

ロドラッグロラグ、デバイスニラグの完全解消に向け、中期計画に沿うた人員増等の審査関連業務の拡充の推進
(ドラ'グ・ラグは23年度までに、デバイス=ラグは25年度までに解消) 1 1  1 1   1  1
・関係企業等のニーズを踏まえた相談体制の充実      :
→ 「医薬品1医療機器薬事戦略相談推進事業JをF元気な日本復活特lll枠|で要望・

②研修の拡充強化
1医療現場・国際学会への派遣、中堅・管理職研修の充実

③レギュラトリ■サイエンスの普及推進|
口連携大学院構想の推進、国際基準策定に寄与

④職員の意識改革
:・利用者の立場に立った業務遂行や無駄削減の取組み
:国際舞台での積極的活躍・
国 際 舞 言 での 積 理 闘 店 雌
ニキヤリア・パスの明確化(研修、人事交流などを経た管理職等^の 昇進の目安を明示)

内に50%以 上に     ―

1理事長と職員との直接意見交換の充実  :

⑥民間(学界t医療現場、産業界)との人事交流

2.コスト改革

i8   畷 層  た ょな.韮轟嘉墓花
③国民及び関係者の声の業務運営への反映

3.情 報改革

①生活者の目線に立うた情報提供
②国際化に対応した情報提供:
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.【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について(医:薬品医療機器総合機構)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

審査関連業務由安全対策業
務の拡充       |

審査関連業務の強化

○ドラジグロラグ、デバイス,ラグの完全解消に向け、中期計画に沿ち

て、人員増等の審査関連業務の拡充を図る。     :

(ドラツグ・ラグは'3年度までに、デバイス・ラグは25年度までに解消)
○関係企業等の二■ズを踏まえた相談体制の充実を図る3(新規)
→「医薬品,医療機器薬事戦略相談推進事業Jを「元気な日本復
活特別枠」で要望1´ |

安全対策業務の強化

O中 期計画に沿つて、人員増等の安全対策業務の拡充を図る。

2.出向の在り方の問題を含め、
|ガバナンスの抜本的改革■
]菫化 _  1    1

外部有識者会議の設置(新規)

〇プロパー職員のキャリア・パス、現役出向の在り方、民間との人事
交流の活性化等を検討するため(理事長直轄の外部有識者会議
||を設置する。(直ちに設置) ● :  ‐      ‐

現役出向者数の削減(新規)
○課長級以上の職員のうちのプロパニ職員の害1合をご4年以内に、
50%以 上にする。

理事長と職員との直接意見交換の充実
○職員の意見を聴く会等理事長と職員の直接意見交換の場の充実、
1目安箱の設置等 ::
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構の概要

≪基礎デニタ》 組織体制≫
[警鋳轟雪割

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者 ,現役出向者につしヽて1まそれぞれの年度の4月 1日現在、うち
国からの財政支出にういてはそれぞれの年度の数値       :  ¨
注)22年度から増えた4人を含め11人は:いずれも薬剤師又は歯科医師の資格
を有し、公募による技術系職員の選考試験に合格 し、採用されたものである:

≪主な事務L事業≫

事務1事業 予算
うち国からの
財政支出

健康被害救済業務 183億円 4億円

審査関連業務 104億円 2億円

安全対策業‐務 31億円 7億円

・
1

:

‐ 1 ・

l

l …

『
Ｆ

Ｆ

Ｆ

Ｈ
Ｉ
Ｉ
ｈ

ｌｉ

ｌｉ

ｈ

ｈ

ｈ

ｈ

ｉ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

うち国家/Ak務員出身者
22音F2E置
(599人 )

うち管理部門
4音F(53A)

うち国家公務員出身者: 11人事)

うち現役出向者

うち国からの財政支出 安全部門 (123名)
安全第一～第二部

品質管理部     |

理事(技監)
(技術総括)

救済部門
´
(34名)

健康被害救済部

共通部分:(53名) .
総務部t財務管理部、
企画調整部  :
iらギI排:ウ三ザ社 ジズ蔀

~1「・

審査部門 (389名 ):
審査業務部
審査マネジメント部
新薬審査第一ん五部
生物系審査第■～二部
一般薬等審査部  ‐
医療機器審査第一ん二部
信頼性保証部
国際部 |
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独立行政法人医薬基‐盤研究所の改革案について
|

11ビト(組織のスリム化)

※ 政府全体の「研究開発法人」のあり方
の検討を踏まえさらに検討  :

▲1支所

I  I

《今後の対応》

役員(非常勤監事)1名について
は、任期満了時に公募による選
任を実施

平成21年 度 平成22年 度 削減数

役  員 1(非常勤監事)

/4

1(非常勤監事)

/4

0

職  員

嘱託職員(03)

0/79

3

0/82

:0

0

▲ 3

2,モ ノ(余剰資産などの売却)

〔整羹慟心量理曇轟轟重な軍|||■fT

≪国庫納付見込額≫

3.カネ(国からの財政支出の肖1減)

平成21年度〉  〈 平成22年度〉
12211億 円   103.2億 円 ▲13.鑑軍|ぐ▲o億円
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4.事 務1事業の改革

O他 の研究開発型の独立行政法人との統合 :  _:         生  _|   ‐ 1
1研究開発法人のあり方Oi検討も踏まえうつ、他の研究開発型の独立行政法人との統合を行いti
業務の効率化t合理化を図るJ  I  1    1       ■ | |  「



【参考】仕分け結果を踏まえた改革案について((独)医薬基盤研究所)

主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

1.基盤的技術研究:生物資源研究に
ついて、事業:の重点化等による規模
縮減    ■ ■   |  ■

難病など、民間では実施できない分野に特化
し、重点化する。|   : 1 1  1 1■
また、2.に記載の見直しと併せ、生物資源配
分の適正な価格水準の検討等を行いt交付金
の縮減を図る:: 1          ‐

2.ヒュTマンサイエンス振興財団(HS
財団)との関係を見直すべき。

HS財 団との共同による事業(細胞分譲)を廃
止しt基盤研が自ら実施|するg   i

l  i   l           ‐
    1

※ 移管の具体的な方法等については、研究者、の分譲
に影響がでないよう留意しつう、本年度中を目処に検討6

3.基礎研究推進事業:希少疾病用医:薬
品等開発振興事業について、事業
主体のT元 化等の視点からt国等が
実施。   ‐     | ‐

基礎研究推進事業については、来年度より新
規募集分を国で実施する:'I

希少疾病用医薬品等開発振興事業について
は、政府における研究開発独法のあり方の論
議等も踏まえ、今後の事業の実施体制を引き
続き検討する8 11   1      ‐
また、有識者会議等により助成額等の評価基
準を作成し、国のガバナンス強化を図る。
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:独 立行政法人医薬基盤研究所の概要 |‐

デ~夕≫               【 22年度】 【(参考)21年度】

役員 4人

うち|     '
1国家公務員出身者

1人 ・11人i

うち  ・
現役出向者 1人 1人

:職員
,82人

「熱1勇懲菖15911

うち
国家公務員出身者 0人

‐
0人

うち
現役出向者

29人 27人

予算 110.6億円
うち
国からの財政支出

103.2億円 122,1億円

≪組織体制》

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値(うち
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現在、`う
ち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値 ・

主な事務 r事業≫

事務・事業 予算
うち国からの
財政支出

基盤的技術研究 915億 円
(うち1.0億円)

617億 円
(うち 1.0億円 )

生物資源研究 16:5億 円
(うち6:6億円)

14億 円
(うち616億円 )

研究開発振興事業 : ■

(基礎研究推進事業r,実用イヒ研究支援事
業=希少疾病用医薬品等開発振興事業)

77.7億 円
(うち0.5億 円)

フ6.24意円
(うち0.5億 円 )

:承
継事業(出融資事業) 1.2億 円

(48億の原資の運用益
(0.7億)で実施)

※(  )は 共通事務費(光熱水料等)から、各事業に要する事務費分を内数で表記

ヽ
ｉ
ｌ
ｉ
ｌ
ノ

る

合

め
割
¨

占
拗
に
師
ム
理
法
管

ｒ
ｉ

ｌ

Ｉ

ヽ

(全体) 23%

本部 5剖:( 56メ t)
うち管理部Fl
2部3課 (16人 )

′
29%

地方 5カ所 (26人 ) 1課 (3人 ) 120/o:

≪

組織回(平成22年 4月1日)

総 務  部

理事長

理 事

研究所長
l■■員翻

監 事

|    :・ ・・地方

(研究開発振興)

研究振興都

‐
 究 分野  :

(生物資源研究)  i

難結・候恩資源研究部         |
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主な指摘事項 改革案の更なる見直し内容

4:実 用化研究支援事業の廃止 平成23年度から廃止する。   i

※ 資金回収が見込める既契約分のみ経過的に実施。

5:承 継業務の廃止 廃止する6    ~

※
・
既出融資のみ経過

i的に実施。

6.不 要資産の国庫返納 旧機構から引き継いだ資産ほ府出資う を:国

庫返納するも  1    1    ■

※・承継業務に要するものとして約48億円(既出融資等を
経過的に実施するための出資金は確保)、その他約25億

円(平成20年度決算蒔点)      | : |‐
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1年 金積立金管理運用独:立行政法人の改革案について
‐

☆1年全積車金管理運用独立行政法人の運営の在り方については、厚生労働省に設置されて
いる「年金積立金管理運用独立行政法人の運営‐の在り方に関する検討会」の結果も踏まえ
| てt見直すこととなる。.                       ・
11ヒト(組織のスリム化)

《削減数≫  |∵す―‐ヽ…T「
F―ゆ癬慇雛捨た職員75名       職 員76名

各部門の人員配置を見直す。
′(管理部門の人員を3名縮減(18→15)、
運用部門を強化。)

平成21年度 i平成22年度 削減数

役員 2(監事+非常勤
監事)/4人中

1(非常勤監事)
/4人中

Al

職員 10/75人 中 0/75人中

監事(非常勤)は大臣任命
※平成23年6月末に任期到来

2.モノ(余剰資産などの売却)
・
慈薯:認1講軋課薔晃島



4■事務:事業の改革(透明性の向上等)
r‐ … … ― ―― ― ‐ ― ~~~― ― ― 申 … … … … … … … … … … … … … … … … … … … …

■,■■ ■「 ,■1■
… …
1

透明性の向上
.

に関する具体:

的な取組事項

曝

1.年度の業務概況書をより分かりやすく改善し、国民に対する情報公開口広報活動を充寒する。 l i
21運用受託機関等の選定過程、管理運用委託手数料の水準についても運用委員会の審議の
1対象とするgti            「
3‐市場への影響にも配慮しつつ1‐定期間経過後に運用委員会の議事録を公表する。

‐ ‐ ニ ー … 」

年金積立金管理運用独立行政法人の運営の在り方についてはt昨年(2000年 )11月に厚生
労働省に設置された、有識者からなる「年金積立金管理運用独立行政法人の運営の在り方に関|
する検討会」において議論が行われてお

―
り、|その結果も踏まえ、今後の運営を見直すこととなる:

具体的な検討項目

(1)厚生年金及び国民年金の積立金の運用目標の設定について        :
′(2)運用手法や運用対象について  ■   ‐ ■         ・ ‐   | :  ∵
a)アクテイブ運用とパ'シブ運用につしヽて 6)運用対象資産とベンチマ■ク 1 ‐ 1

(①新1興国や成長分野などへの投資についてl ②全額国債で運用することにつぃて):等
(31)運用組織のガバナンスについて

a)運用業務の執行と監視に1ついて(理事長と運用委員会の位置付けの見直し)等
′b)分害1して積極運用することについて 等
(4)その他
|‐社会的責任投資等について 等

開催実績・今後のスケジユ■ル

昨年11月30日 に第1回検討会を開催ち以降、6月7日までに8回の検討会を開催ち
0月23日t「中間助lりまとめ」を公表g  i島

ままl,妻需まま検』:|れる[111.:::
今後tさらに議論を深めt本年中を目途I
とりまとめ結果を踏まえ、必要に応じ、法



年金積立金管理運用独立行政法人の概要

≪基礎デ‐夕≫ 【22年庫】【鯵考)21年度k 組織体需‖≫

1役員 : 4人   :

〔うち非常勤藍事11人〕

らち- 1■

国家公務員出身者

1人
(注)
2人

うち
現役出向者

1人 ‐1人

職
:員

175メ、
:

〔3異 賢↑
ブ与1常菫力
l段
員
 〕

うち  ■  1
国家公務員出身者

0人 0人

うち   ‐
現役出向者 7人 8人

:‐般管理費及
び業務経費(う
ち管理運用委
託手数料を除
く)  i

24億 円
うち:

国からの財政支出

劃め
割
古
拗雄帥

法
管

本部
3部 4室 6課

(75人 )

うち管理部門
1部2課 (18人 )

24%

地方

組織図(平成22年4月1自現在)

一
‥

＝

【

*:役 職員数は平成22年4月 1日現在 、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者 :現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日

:(注)現在、う
ち国からの財政支出につし〕てはそれぞれの年度の数値
(注)役 員のうち平成21年度の国家公務員出身者は、平成21年7月 1日に就任した非常
勤監事を含む`な お、平成23年6月末の任期到来の際には、公募を予定。

≪主な事務・事業≫

*ヽ 年金積立金約120兆円を管理運用して
年度実績)

手数料は288億円、運用手数料率0.02%(平 成20

:
II

I
「 中 ~68

理事長

理事 (1名)

事務:事業
す般管理費及び業務
経費(うち管理運用
委託手数料を除く)

うち,国からの
1財政支出

24億 円



独立行政法人年金田健康保険福祉施設整理機構の改革案について

11年卜申織の不り■化)l: |      ‐ .1 1
(独)年全「健康保険福祉施設整響機構法の■部を改正する法律(平成22
年法律第48号)において、2年間延長することとしてt平成24年10月1日で
解散(廃止)予定 ■

く平成21年度>

.常勤役職員 39人

《削減数≫

▲0人

:
平成21年度 平成22年度 削減数

役 員 0/4人中 0/4人中

職 員 0/38Arト 0/33A r押

l… 二
｀
口 " _ _… … … … … … Ⅲ ■ ‐ ‐ _‐ _二 “ _ _ _ _ _ _ t                  :

2.モ ノ(余剰資産などの売却)

1余剰資産は無い す
    i

≪削減額≫

〔笙倉奮讐鮨鷲茸?蓄 琴
により生じた収入から、事業運営に必要な経費を控除した残余の額を毎

69

3.カネ(国からの財政支出の削減)

<平 成21年度>|  ~く 平成22年層
10円 |    ‐ ■ 0円

■ ■ |[1構轟ほ:白かゃ1希1基i=1基|1財1支島ⅢⅢl l

≪削減額≫



41事 務1事業の改革

これま|での売却額
(平成22年 3月 4日までの累計)'

庫納付額
(売却額―RFO運 営費)

:21221億
円(3ol‐施

:設
)1

1  :出 資価格(21015億円)に対比で ‐

| l i2oo億 円プラ不 |

〔議舞対■
由 施書1議

庭 1111・ |〕

〔来
一
　

―

平成24年10月1白解散(予定)1三向けで、オフオスの縮小や
運営費の節減を図り=1円でも多く国庫納付を行う6‐

~1■ |
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独立行政法人年金:・健康保険福祉施設整理機構の概要

≪基礎デT夕 ≫ 【22年度】 【鯵考)'1年度】 ≪組織体制》 〔管纂鍋魯}

役員 ■ 4人

〔言暑]:言lill‐
:〕
うち| |
国家公務員出身者

0人 0人

うち  ,
現役出向者

0人 0人

職員 人
　
凱
一一赫勒・

ｒ
ト
ｌ
ｔ

うち
国家公務員出身者

0人 0人|

うち
現役出向者

11人
人４

■
‥

４
１
１

予算

運営費
3.6億円

うち
国からの財政支出 0億円 0億円

(全体) 18%

本部
5音椰3言果
(33A)

うち管理部門
1音Fl課(6人)

180/o

地方

ｒ
ト

ト

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ト

ー

ー

ト

ー

ト

ト

ー

Ｆ

ｌ

ト

ト

‥

Ｌ

* 役 職員数は平成22年4月 1日現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者口現役出向者にういてはそれぞれの年度の4月

‐
1日現

在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値   |

《主な事務・事業≫

事務・事業 予算 .

{ 澤営費 〕

うち国:からの
財政支出

年金福祉施設等の譲渡又は廃止
・人件費 2億円   | ~
・管理費(借料、光熱水料等)1.6億 円

3.6億円 0

理事(1人)

(非常勤)

譲渡業務

諮問委員

(5人)
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資米斗1-3

省内事業仕分け
'・‐
行政刷新会議

1・WGに おける仕分け結果 ・

(独立行政法人)



厚糞労働省省内事業仕分け (独 立行政法人目立健康・栄養研究所)

仕分け人 (6名)の評決結果

. 1 1-① 事務・事業 (調査研究)

改革案では不十分

6人

0人 ∝ 業そのものを廃止

0本 i② 事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
1 人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施
1 人 ⑤事業を分解し。国、自治体《民間へ譲渡

4人
⑥■人で事業継続すoが、更なる見直しが必要(実施方法の
見直し:補助金の削減など)

改革案が妥当

0人

く具体的な意見> .

【④事業の効率性を高めた上で、民間べ譲渡又は委託し実施】
。他の研究分野との関連を考えた上での効率化が必要。

【◎事業を分解し、国、自治体、民間
へ譲渡】

‐ ・  当 該業務は、自治体等で実施可.       1      1

【⑥法人1事業継続するが、主なる夏直しが必曇(実施芳法の見直い補助基の肖1減など)】 「
｀

・ この研究所で行うべき研究については、他の研究機関ではできなしヽものをとりあげる
人ぎでぁり、独自性を明確にする必要がある。他の機関で

・
C・きることについて、多額

の予算をかけて行う必要はない。たとえば、平成22年 度の調査研究事業についても、

資研究の予算1大 きすきるょうに思われくまたこ0研 究所そなけれ|まできなし`ことな
のかギうかも不明であぅ。|               :    、

.
・ 研究プログラム|ま多岐にわたり国民の健康に対して大事なことであるが、抱え込みす

|る感がoる 。プログラムの選定見直し重点花を図り、法人が行なぅ人き研究に絞る。
大学等へ移管することで次世代の研究者の育成もできる。    ‐
・ 大デや企業との共同研究に際しての当研究所の律割を明確化する。研究実績に対する
(貢献度を明確|,する。(例)大学 :当研究所=80%:20% :′      ‐

.  1-② 事務・事業 (健康増進法:ご基づく業務)

改革案では不十分

5人

0人 ①事業そのものを廃上

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施
0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施
1 人 ④事業の効率性を高めたょで、民間べ譲渡又は委託し実施
1 人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法人で事業継続するが、夏なる見直しが必要(実施方法の

見直し̀ 補助金の肖1減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>     .     |

【O事 業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託じ実施】     '
。 事 業そのものについて民間分野でも可能なものと考えられる。      1

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の見置し'補助金の肖1減など)】
・ 調査の実行はこはかにまかする1■しても標準化が必要で、そのための企画・分析は
燿つてもょい。食品の試験業務は民FHnに委託しても可能。      1

11消 費者庁との連携を効果的にすべき。         :       ;
… 健康に関わる全国的統計は大事なデ■夕である3こ この研究所ではできない事業に

集中すべき。
・できるだけルニテ″ン化し、コストミニマムを目指すこと。



1-③ 事務L事業 (栄養情報担当者 (NR)制 度)

<具 体的な意見> ′

【④事業の効率性を高めた上で:民間へ譲渡又は委託し実施】           .
・ 民 間の業界団体でも可能であり、そのサポ

ニトを行えば十分である。

【⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の見直し
・補助全の肖1減などゞ】

・,N Rlll度の自体の見直|。 N号制度力l甲墨
に対し,が メリッ,夕

ヽ
甲
確に。

2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

6人

1 人 ①廃止

3人 ②他独法との統合・移管
2人 ③更なる見直しが必要(人員・管撃費・余dll資産、組織など)

改革案が妥当
i

O人

く具体的な意見> ‐    ・

【Q性準|と9統合
=甦

曇栞奇災な社会筆皇であるぶ二おニムILは裏青、量よ、消章など花あ
分野と連携が必須ごそのためにD`taCenterが必要である。
: 早期|ミ医薬基盤研究所とあ統合を準備すべき。時代の変化の中で一定め役割を果たし

たのではないがと考える。研究を担う研究所を国家全体として考える必要があるこ
・ 健 康増進は、医療費削事にも繋がる大事な1と である。医薬基盤研究所との練合で,
1 法
人として行うべき研究、事業に絞り込む・

【③更なる見直しが必要(人員:管理費・余剰資産、組織など)】  ヽ         =
・統合後の組織株制ぞIよく現在0現役出向職員の処遇がどうなるのかネ萌。管理部門に

ついて出向者が必要なのかどうか見直しをすべき。
i

・ (独)医薬基盤研究所との統合に際しては、特に理事を含め:管理部Fiの大幅な人員

肖1減1(半減)を実現すること。    1    1          1

改革案では不十分

｀
6人

3人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上でt、国べ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し寒施

2人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間、譲渡

1 人 。資省[蘊 風|る尋直|ダ省琴̀実
施rT?

改革案が妥当

0人



厚生労働省省内事業仕分け (独立行政法人労働安全衛生研究所)

仕分け人 (6●)の評決結果

i一〇事務・事業(労働安全衛生に関する調査研究)

改革案では不十分

:6人

1 人 ①事業そのものを廃止

oメご ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

1人 ④事業の効率性を高めた上で、民間^譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解しt国、自治体、民間へ譲渡

4人
⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し」補助金の諏1減など)

改革案が妥当

0人  :

く具体的な意見>    l    ..   、       :       :   =
I①事業そのものを廃止】   ■                     1

厚労省が、委員会を立ち上げ調査研究を実施するか、もしくはt寒間研究機開へ研究=費
を交付することで、より効率的、効果的な耕究成果が期待できる。

公金を使つた調査研究は、ただ研究を行い、その結果を公表すればいぃというもので

はなく、研究テーマの設定、その結果の公表方法において国民の納得感が得られるも

のでなくてはならない。     |
`し かしながら、当該研究所の「研究成果」のひとつ、パソコン利用のアクション・チ
:  ェ
ラクポイント」は果たして「我が国唯一め行政ミッション型研究機関」の研究成果

|  と しては、理解に苦しむ内容である。研究所からは、言外に「各種調査に基づいた文:

書FIり 料ヽ||な分析ぶほど|さをてしヽる」|いった主張がなされIいたが、その
誇るべき成果が、第二者の普通の理解力で読み取れないということは、この主張もま

た研究所の自己満足に過ぎないとの評価が成り立つ。     1 1      '
・ 同耕究所が仕分け人に提出した 「説明資料」にある外国研究機関のうち:英国のケニ:

:  ス を調べてみると、同研究所は英国民の労働環境の権利を保全するための研究を行ぃ、
.どんな結果が得られ:さらには労働環境がどのように改善されたかを、毎年度の「年
次報告書:で萌らかにしている:結菓の伴つたこのような取LJ組みLIL較 して:同研

究所の研究姿勢はいかにも見劣り功ミする。        ヽ

1【④事業9効 率性を高め■上でt民 間
へ譲療又は委託し実施】 ,

I国 民に対して透明摯が高く“得性のある研究テ|マ を実施じて
1効果を示すべき:こ の

程度のものなら大学へ委託すればすむものではないか。これ以上の経費斉1減は無理で

あり、人員肖!減しかない。子のホ現実的にはニ
ーズのあると二ろに業務を移管してい

くことが考えられる。                       ‐
・

【⑥法人で事業継続するが、更なる昇直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の削減など)】
・ 競争的研究資金および受託研究費の積極的獲得が必要である。予防に結びつく研究が

必要:                                   :
・ 受託口究の比率があまりにも低い。研究能力のある企業が行った研究成果を確認・普
及するといった取組み合の転換も考える必要がある。         (.:
・ 外部との協力t統合、大学委託等を要検討.          :
・ この研究所での業務がどれだけ労働災害の予防につながっているか疑間がある。現在
の研究内容にういてゼロベ■スで見直しを図ることが必要。すなわち、ここでやらな

11段こ::7ぜT是塁なぜ設朧亀啓1飢穐警棄寧11亀疵
中期il減早



2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

6人

1 人 ①廃上
4人 ②他独法との統合・移管

1 人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余剰資産、組織など)

改革案が妥当

0人

厚生労働省省内事業仕分け (独 立行政法人勤労者退職金共済機構)
「        仕 分け人(6名)あ評決結集:     _

1 事 務 :事業 (中小企業退職金共済事業)

改革案では不十分

5人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国人事業を移管し実施

0人 ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間へ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

5人
⑥法人で事業継続するが1更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助全の肖1減など)    ′

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>          i            l i

【⑥法人で事業継続するがで更なる見直しが必要 (実施方法の見直し・補助金の肖1減など】
.:: 清
退集、替違|、建緯共0■体的な業務蓮営1昇車しが挙要ではないか。
「 組織としてより効率的運用をより目指すべきであり、ゴスト削減を徹底すべき。また、

組織としての事業計画をもっと精確に行うべきで1まないか。́
・ 補助金削減に見合つたコスト削減が実施されず、共済掛け金に管理費隼担を転嫁して
1 いないか6薇 底的なコスト削減を実施された上で、未請求問題へも迅速に対応を進め

るべき。      i                    `

=加 入促進の具体策が不明確。また同時に徹底じて、未請求者フォローを効率的にやれ
る仕組みを。                    ~

<具体的な意見>                           :

:【①廃止】  :                ~   ,

厚労省からの現役出向者が20名 もいるということは、当該研究所が独自に運営でき

,た塙亀:lヒFll   l12宴峯二1ビrt,テ「「
消1,キ:

_層恩享鍵冒腎質,奮3彗31暮電馨場念1電電麒 言予T究攣
入|を

i :壁奮讐重霧寧:こT奪F革碁理機h」浙竃驚鷲亀乳1奄貢墓鼻塁婁
研
1攣
関11研

:【②他独法との統合・移管】      :    .・
堪鱗珀尾L種撃矧:解魂ゑT早弓村

を
]め,,1本
独率?替的

|・安全・健康をキ
ニワニドにした研究機関が多数存在するご健康はすべての総和である

1・  こ とを考えるとt対象分軒ごとに男1個に存在させることは、有効ではない。類似機関

との統合を、省庁●越みて積極的に進める
べき。

・長期的にIま、2カ所に分散している施設を1うに統合するべき。また、他組織 (厚生

労働省以外も含あ)と の協力、統合を検討すべき。  '
I他 め研究機関と統合して総合的な研究を進める方が、労働安全衛生に資するところが

木きいと感じる。国土交通省、消防庁、経産省などの関連機関と組織横断的な研究機
: 関
に統合し、研究内容や情報の共有と分析、及び体系的な労働衛生安¨ 促達に努め

:  ぅ べ|(※ )と
:メ
ジタルヘル不に関しそjま、類ッの研究を表押

してぃる機関は他:子も

あり、当研究所で続けることの意義を感じない。      |

※ 省庁間で情報が分断きをていたためl二、アスペスト規制など問題解決の対応が大幅に遅れた

例がある。              ´    _   ,              |

4



2組 織 ・運営体制

改革案では不十分

6人

0人 ①廃止
1 人 ②他独法との統合・移管
5人 ③更なる見直しが必要(人員・管理費・余乗1資産、組織など)

改革案が妥当

0人

く具体的な意見>

■ 7歌霙武忽鰻
・
∬lj:鰐穐避

翻 1● 1  .|
|| :運 用環境厳しい折から、管理部F,のコスト肖り減の為、

二層の組織のスリム4Lを進ある .

べきし         、     |,             ・     ・

:r住基ネ'卜め活用
｀
も含め、_積極的にITを莉用し、コスト肖1減に努力されたい:     :

・中小企業関係者の退職金共済制度を一本化(当面は一元管Dす ることにより、管理コ     |
ストの軽減が期待できる。中小企業基盤整備機構との統合を視野に検討すべき。、   1
・徹底したスリム化を目指すべき。資産の生かし方(付加価値。運用リスタの軽減化。

|  1透 明性9あ ぅ資産運営委員会の運賞とその肇視 (亀
三タリング)あ徹底,      ,「

厚生労働省省内事業仕分け (独 立行取法人高齢・障害者雇用支援機構)
仕分け人 (6名)の 評決結果と対応策

1二① 事務 '事業 (高年齢者雇用支援業務)  、            :

改革案では不十分

5人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上で、国全事業を移管し実施

2人 ③事業の効率性を高めた■t・、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めだ上でt民間へ譲渡又は委託し実施
0人 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

3人
⑥法^で手業警続すoが、更なる見直しが必要(実施方法の

見直し・補助金の削減など)

改革案が妥当

1人

く具体的な意見>

【③事業効率性を高めた上で、自治体全事業を移管し実施】    ・
・ 地 戦情報は地方にあるので各自治体にlIEせるべぎ   1       ‐

【◎法本で事業継続するが、更なる見直しが必要|(実施方法の見直し・捕助金の削減など】

― ・ 高 齢者スキルの発掘と企業へあマッチングが基本。アドバイサ
ーあ精度アッジを。

・ ノ、日
一
ワ■ク移管は菌難だと思うが、利用者の利便を考えるとワンストツプサ

ービス

を強化すべきところはないか。     . :       t `|
・助成金に関する経費の肖1減を行いうる仕組みづくりが必要。またI独法あ中でないと

できないことの切り分iサも必要。
「 :          :      :

5
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1-② 事務・事業 (障害者職業センターにおける職業リハビリテニション)

<具体的な意早>    ,‐     」      、
【改革案が妥当】      |

.: 冒亀畠言軍沐壕蓮皇[言:憲票L事皇:きらI主推進してほじ::。

1-③ 事務・事業 (職業能力開発校)'

改革案では不十分

2人

o人 ①事業そのものを廃ニ
0人 ②事業の効率性を高めた上で、国へ事業を移管し実施

lA ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上で、民間べ譲渡又は委託し実施

0人 ⑤事業を分解し、国:自治体、民間へ譲渡

1 ン｀

⑥法人で事業継続するが、更なる見直しが必要(実施方法の
見直し・補助金の肖1減など)

改革案が妥当

4人

<具体的な意昇>:  、              1     _
【改革案が琴当】     1     1    ′           、

: ‐

・ さ らに専門性を高めると|もに学校、病院、家庭亀ど牛の連携を強化してほしい。発

達障害者等への対応は特に重要。専門カウンセラすの養成と活用も充実してほしい。

改革案では不十分

2人

0人 ①事業そのものを廃止

0人 ②事業の効率性を高めた上でt国へ事業を移管し実施

l A  ・ ③事業の効率性を高めた上で、自治体へ事業を移管し実施

0人 ④事業の効率性を高めた上でt民間へ譲渡又は委託し実施

0メ、 ⑤事業を分解し、国、自治体、民間へ譲渡

lA
⑥啓本で事業継続すoが 、薫なる見直し

が必琴(実施方法の

見直しヽ補助金の削減など)

改革案が妥当

4人


